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1. 業務の概要 
1.1. 業務の背景と⽬的 

メキシコでは、地震、津波、火山、ハリケーン、洪水、地すべり、森林火災等の自然災害が頻発

しており、特に、地震災害については、約 10,000 人もの死者が発生した 1985 年のミチョアカン

地震をはじめ、2017 年にはチアパス州（9 月 7日）とモレロス州（9月 19 日）で立て続けに発生

した地震により計 467 人の死者が発生する等、被害の規模が非常に大きい。2017 年の地震からの

復興に際しては、多くの課題が浮き彫りとなったが、対応未着手のまま前政権に引き継がれ、地

震からの復興を国の優先課題として取り上げてきた。 

前政権は、「国家開発計画 2019－2024」において、「全ての政策において、気候変動に対し脆弱

な地域・国民に対し配慮し、強靭化や災害リスク減少のための能力強化を考慮するべきである」

と謳い、同計画の目標 1.9「安全且つ強靭な国の持続可能な建設」では、仙台防災枠組のグローバ

ル・ターゲット e に基づく全国平均スコアを 2024 年までに改善することが目標とされている（指

標 1.9.2）。これを受けて、地方自治体（州・市）では、地震を含む自然災害リスクの分析や災害

対応計画の整備を進める等、国家計画で示された防災戦略は一定の進展を見せている。ただし、

事前防災投資の促進に関しては進捗が十分ではない。 

このような状況の下、国際協力機構（JICA）とメキシコ政府は、災害リスク軽減を目的とした防

災の事前投資を推進するため、本プロジェクトを実施することで合意した。本プロジェクトでは、

治安・市民保護省国家市民保護調整局（CNPC）及び、その部局である市民保護総局（DGPC）、メキ

シコ国立防災センター（CENAPERD）、モデル州の市（地方防災計画策定パイロットプロジェクトサ

イト）等の能力及び連携の強化を図りつつ、市レベルでの防災計画の策定を推進する。 

1.2. プロジェクトの概要 

■上位⽬標 

メキシコでの地方防災計画を通じた防災への事前投資が促進される。 

■プロジェクト⽬標 

メキシコ国パイロット地域自治体が、中央防災機関、洪水災害・地震災害対策省庁、地方政府の

役割を明確化した具体的なリスク削減の対策事業案を含む地方防災計画案を策定し、その策定手

法がコースとして纏められる。 

■成果 

成果１：一次パイロット地域において、地方防災計画策定にむけた目標・手法・計画等が整理さ

れ実施体制が整えられる。 

成果２：一次パイロット地域において、対象災害別のリスク削減の対策事業案計画（案）を含ん

だ地方防災計画（案）が策定される。 

成果３：地方防災計画実施モニタリング評価案が作成される。 
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成果４：一次パイロット地域自治体での地方防災計画策定プロセスをもとにした研修プログラ

ムが立案される。 

1.3. 業務の範囲 

■業務期間 

2022 年 6 月～2025 年 6 月 

■対象地域 

一次パイロット地域：メキシコ市，チアパス州トゥクストゥラ・グティエレス市 

二次パイロット地域：ゲレーロ州シワテネホ・デ・アスエタ市、アカプルコ・デ・フアレス市 

ベラクルス州ミナティトゥラン市、ラス・チョアパス市 

■実施機関 

治安・市民保護省 国家市民保護調整局（CNPC） 

■協⼒機関 

 メキシコ外務省国際開発協力庁（AMEXCID） 

 国立防災センター（CENAPRED） 

 全国水委員会（CONAGUA） 

 農業・土地・都市開発省（SEDATU） 

 

1.4. 業務計画と実績 

1.4.1. 業務実施のフローチャート 

本プロジェクトは 2022 年 6 月に開始され、同年 10 月にはキックオフとなる第 1 回合同調整委

員会（JCC）会議が開催された。一次パイロット地域を対象とした地方防災計画策定研修は、2023

年 3 月から 11 月にかけて計画通り実施され、続いて、当初計画から先んじて、二次パイロット地

域向けの研修が 2024 年 3 月に開始され、2025 年 3 月に完了した。2024 年 6 月から 11 月にかけて

実施された大統領選挙および政治体制の変更により、プロジェクトの実施期間や協力機関、一次・

二次パイロット州・市の体制に影響が生じることが懸念されたが、カウンターパート（C/P）機関

および関係機関の協力のもと、プロジェクトの遅延や中断は発生せず、計画通りにすべての業務

を完了した。 

図 1.1 に業務実施のフローチャートを示す。 
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図 1.1  業務実施フローチャート 

出典：プロジェクトチーム 
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業務完了報告書

【プロジェクト目標】

メキシコ国パイロット地域自治体が、中央防

災機関、洪水災害・地震災害対策省庁、地

方政府の役割を明確化した具体的なリスク

削減の対策事業案を含む地方防災計画案
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られる。

【上位目標】

メキシコでの地方防災計画を通じた

防災への事前投資が促進される。

業務計画書

ワークプラン 技術協力作成資料

モニタリングシート & プロジェクト進捗概要資料

ﾍﾞｰｽﾗｲﾝ ｴﾝﾄ ﾞﾗｲﾝ
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1.4.2. 投⼊実績 

(1) 専⾨家派遣実績 

専門家派遣実績は表 1.1 の通りである。 

表 1.1 専⾨家派遣実績 

担当業務 当初 実績 
業務主任者／地震防災計画 5.00 5.00 
洪⽔対策 4.00 4.00 
事前防災投資促進 4.00 4.00 

合計 13.00 13.00 
出典：プロジェクトチーム 

(2) 研修員受⼊れ実績 

本プロジェクトでは、計 3 回本邦研修を実施した（第 1 回：2023 年 5 月、第 2 回：2024 年 1 月、

第 3 回：2025 年 1 月）。各本邦研修の内容については次章で詳述する。 

(3) 機材調達実績 

プロジェクトで調達した供与機材はない。 

(4) 現地再委託実績 

プロジェクトで実施した現地再委託はない。 
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2. 活動の内容 
2.1. プロジェクト全体にかかる活動 

2.1.1. プロジェクトの⽴ち上げ 

現地におけるプロジェクト開始にあたり、関係各機関とキックオフ会議を以下の日程で実施し

た。 

表 2.1 キックオフ会議スケジュール 

⽇付 会議実施機関/実施場所 

2022 年 9 ⽉ 22 ⽇（⽊） AM：CNPC（CNPC 会議室） 
PM：チアパス州（オンライン会議、CNPC 会議室） 
   メキシコ市（メキシコ市防災局会議室） 

2022 年 9 ⽉ 23 ⽇（⾦） AM：CONAGUA（CONAGUA 会議室） 
PM：CENAPRED（CENAPRED 会議室） 

出典：プロジェクトチーム 

各機関、一次パイロット州・市に対しては、CNPC からプロジェクト実施概要が説明され、各機

関からの地方防災計画策定研修への研修参加者を確認した。専門家チームからメキシコにおける

研修実施内容と全体スケジュール、本邦研修実施概要が説明された。 

一次パイロット地域であるチアパス州およびメキシコ市の

両地域においては、研修への高い参加意欲が示された。対象

とする災害種については、地震災害に関して CENAPRED、洪水

対策に関しては CONAGUA から、それぞれ協力が得られる体制

が確認された。CENAPRED からは、学術機関との連携活用の可

能性についての提案があり、また CONAGUA からは、洪水緊急

計画の策定状況について説明が行われた。これらを踏まえ、

プロジェクトの実施に向けた議論が行われた。 

 

2.1.2. 合同調整委員会（JCC） 

(1) 第 1 回 JCC（2022 年 9 ⽉ 29 ⽇） 

第 1 回 JCC 会議は、2022 年 9 月 29 日に AMEXCID において

開催された。会議では、①ワークプランに基づくプロジェク

トの概要、②ベースライン調査結果およびプロジェクトのモ

ニタリング、③プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）

の改定、④研修参加者の紹介について説明が行われ、JCC メ

ンバーより合意と承認が得られた。 
第 1 回 JCC の開催 

CNPC キックオフ会議 
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(2) 第 2 回 JCC（2023 年 6 ⽉ 20 ⽇） 

第 2 回 JCC 会議は、2023 年 6 月 20 日に AMEXCID において開

催された。会議では、①プロジェクトの進捗、②次年度の活動

計画、③二次パイロット州の選定と活動内容について説明が行

われ、JCC メンバーより合意と承認が得られた。 

進捗報告では、第 1 回から第 3 回まで地方防災計画策定研修

が開催され、8 ステップ手法に基づく地方防災計画の策定が、

一次パイロット地域のチアパス州およびメキシコ市において計

画通りに実施されていることが報告された。 

次年度の活動計画では、次回最終回となる第 4 回地方防災計画策定研修の実施および計画策定

の最終化を経て、次のステップとしてメキシコ側が主体となって研修を実施し、二次パイロット

州および国内への普及・展開を担っていく方針が説明された。 

また、CNPC より、二次パイロット州としてゲレーロ州とベラクルス州が選定されたことが報告

され、これらの州における次年度からの活動計画についての説明が行われた。 

(3) 第 3 回 JCC（2024 年 5 ⽉ 17 ⽇） 

2024 年 5 月 17 日、第 3 回 JCC 会議が AMEXCID において開催

された。会議では、プロジェクトの進捗状況、次年度の活動戦

略と優先活動、各関係機関の責務、二次パイロット市からの研

修参加者、プロジェクト終了までの活動スケジュール、PDM 指

標の変更について説明が行われ、JCC メンバーより合意と承認

が得られた。 

JCC 会議で合意された主な内容は以下のとおりである。 

1) 前年度のプロジェクト活動進捗状況（2023 年 6 月～2024 年 5 月） 

2) 二次パイロット地域に関する決定事項 

 対象自治体（州・市）および研修参加者の確定 

 緊急事態等によりパイロット市が研修に参加できない場合の、州政府および CNPC による

地方防災計画策定のフォローアップの実施 

 ゲレーロ州チルパンシンゴ市の研修へのオブザーバー参加 

3) 最終年度（2024 年 6 月～2025 年 6 月）の活動戦略 

PDM 指標に沿った成果達成を目指し、以下の優先アクション・活動を実施する。 

 一次パイロット地域における地方防災計画の事業実施モニタリングとロードマップ更新 

 二次パイロット地域における、事前防災対策事業ための資金調達に焦点を当てた地方防

災計画の完成 

 他の州・市向けの全国普及研修プログラムおよびその実施計画の策定 

第 3 回 JCC の開催 

第 2 回 JCC の開催 
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4) プロジェクト参加機関の役割と責任 

 メキシコ側の強いリーダーシップの下、優先アクションを実施するための各機関の役割

分担 

 技術協力機関として、SEDATU のプロジェクトへの招聘 

5) プロジェクト終了までの活動スケジュール 

 二次パイロット向け地方防災計画策定研修の実施 

 第 3 回本邦研修の実施 

 第 4 回 JCC 会議の開催 

 地方防災計画の普及のための全国フォーラムの開催 

6) プロジェクト終了時および終了後の評価に向けた PDM 指標の更新 

(4) プロジェクト成果・進捗共有会議（2025 年 3 ⽉ 28 ⽇） 

2025年3月28日、プロジェクト成果・進捗共有会議がAMEXCID

において開催された。 

本会議では、プロジェクトの成果・実績および目標達成度に

関する報告が行われた。さらに、プロジェクト終了後における

上位目標の達成に向けて、推奨される取り組みや今後の活動方

針について関係機関間で情報共有がなされた。 

(5) 第４回 JCC 会議（2025 年 7 ⽉ 16 ⽇） 

2025 年 7 月 16 日、第 4回 JCC 会議がオンラインで開催され

た。 

JCC 会議では、プロジェクト終了にあたり、プロジェクトに

おける主な活動と成果が報告された。プロジェクト成果とし

て、研修の実施、プロジェクトの普及、研修プログラムの策

定、一次・二次パイロット地域における地方防災計画の策定

状況とプロジェクト目標の達成が JCC メンバーに報告され

た。 

あわせて、プロジェクトの持続可能性を高めるため、上位目標に向けた取り組みとして、優先対

策事業の実施計画、地方防災計画策定の承認、地方防災計画策定研修の継続実施、関係機関の連

携強化といった提案が示され、JCC メンバーより合意と承認が得られた。 

 

 

成果進捗共有会議の開催 

第 4 回 JCC 会議の開催 
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2.1.3. C/P 本邦研修 

(1) 第 1 回本邦研修（2023 年 5 ⽉） 

本プロジェクトでは、計 3 回の C/P 本邦研修が実施され、それぞれ 4 名、3 名、5名の研修員を

受け入れた。第 1 回本邦研修は、2023 年 5 月 16 日～5 月 26 日にかけて表 2.2 の日程にて実施さ

れた。研修参加者としては、CNPC、CONAGUA、メキシコ市、チアパス州職員等、一次パイロット市

での活動に関わる連邦レベルの技術協力機関と第１次パイロット地域職員が来日した（表 2.3）。

研修は、地方防災計画策定の手法と国及び地方の防災政策、地震及び洪水ハザードの評価、構造

物対策を通じた防災の研修分野から構成し、本邦における地域防災計画の策定やそれに基づく対

策実施の経験の知見を得ることに加え、国、都道府県、市町村のそれぞれの役割と支援の仕組み、

事前防災投資の重要性の理解促進を目指し、プロジェクト活動の発展促進を図ることを目的とし

た。 

表 2.2 第 1 回 C/P 本邦研修カリキュラム 

⽇付 曜⽇ 時間 研修内容 実施機関 
5/15 ⽉  来⽇  
5/16 ⽕ 10:00-12:30 JICA ブリーフィング JICA 東京 

14:00-14:45 研修オリエンテーション 地球システム科学 
14:45-16:00 アクションプラン作成オリエンテーション 地球システム科学 

5/17 ⽔ 10:00-11:30 ⽇本の防災対策 地球システム科学 
13:00-15:00 治⽔と⽔防災 

〜豪⾬・洪⽔災害に備える 
名古屋⼤学名誉教授 

15:30-17:30 ⺠間における防災投資促進事例：Business 
Continuity Management（BCM)格付融資に
ついて 

⽇本政策投資銀⾏ 

5/18 ⽊ 10:00-12:00 ⽇本における河川治⽔計画と計画⽴案におけ
る⽬的設定、具体的な対策⽴案について 

河川情報センター 

13:00-15:00 地震ハザード情報の評価と活⽤法、⾃治体向
け情報発信について 

⽂部科学省地震調査研
究推進本部 

5/19 ⾦ 9:00 - 12:00 静岡県における南海トラフ地震を踏まえた地
域防災計画の取組み 

静岡県危機管理部 
危機政策課 

13:30 ‒15:00 静岡県地震防災センター施設⾒学 静岡県地震防災センタ
ー 

5/20 ⼟  研鑽  
5/21 ⽇  研鑽  
5/22 
 

⽉ 9:00 - 11:00 国際防災潮流と仙台防災枠組への取り組み JICA シニアアドバイザ
ー 

13:00 - 15:00 愛知県における規模が異なる地⽅⾃治体（市
町村）の防災対策概要 

名古屋市港防災センタ
ー 

15:15 - 17:00 アクションプラン作成 地球システム科学 
5/23 ⽕ 9:00 - 12:00 名古屋市における地の防災活動について 

地域防災活動現場⾒学 
名古屋市危機管理局 

13:00 - 16:30 名古屋市上下⽔道局における⼤規模地震への
備えについて 
名古屋市上下⽔道局施設⾒学 

名古屋市⽔道局 
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5/24 ⽔ 10:00 - 12:00 防災の主流化を推進する防災事業における組
織連携 

愛知県⻄尾市危機管理
局 

13:30-16:30 現地視察 
5/25 ⽊ 10:00 - 12:00 地⽅防災計画の具体的な取り組み事例・具現

化の事業・持続性の確保 
愛知県幸⽥町防災安全
課 

13:00-17:00 現地視察 
5/26 ⾦ 9:00 - 12:00 アクションプラン作成  

13:30-15:00 アクションプラン発表会 地球システム科学 
15:15-16:00 閉講式 地球システム科学 

5/27 ⼟  帰国  
出典：プロジェクトチーム 

表 2.3 第 1 回 C/P 本邦研修参加者 

所属組織・職位 
Director of Liaison, Programs and Policies of Risk Management、General Direction of Civil Protection, 
National Coordination of Civil Protection, Ministry of Security and Citizen Protection 
治安・市⺠保護省 CNPC 渉外・政策局⻑ 
Head of Administrative Systems, Infrastructure Protection Management and Emergency Care, National 
Water Commission 
CONAGUA ⾏政サービス課⻑ 
Head of Department Risk Verification Unit, General Direction of Risk Analysis, Secretary of Integrated Risk 
Management and Civil Protection, Mexico City (SGIRPC-CDMX) 
メキシコ市総合危機管理・市⺠保護局リスク分析課⻑ 
Risk Analyst, Direction of Risk Identification and Analysis, Institute for Comprehensive Disaster Risk 
Management of Chiapas 
チアパス州防災局リスク分析官 

出典：プロジェクトチーム 
 

  
治⽔と⽔防災に関する講義 静岡県地震防災センターの施設⾒学 

  
⻄尾市津波避難タワーの⾒学 アクションプラン発表会 

 

アクションプラン作成・発表 

本研修によって得られた知見の共有と今後の活動の提言について協議する場として、最終日に
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プレゼンテーションを実施した。4 名の研修員が、メキシコにおける積極的事前防災投資と実現

可能な地域防災計画策定のために何をすべきかについて、本研修での経験や学びを参考に発表し

た。 

アクションプラン作成に先立ち、5/16 実施のアクションプラン作成オリエンテーションにおい

て作業内容と研修期間内の作業スケジュールを確認した。この時間帯および 5/22 実施のアクショ

ンプラン作成の時間を活用し、現在プロジェクト活動で実施中の地方防災計画策定研修でのチア

パス州・メキシコシティにおける計画策定状況の共有を行った。現在の地方防災計画策定のステ

ップの経験も踏まえ、各組織からの視点での課題と事前防災投資と実現可能な地域防災計画策定

のためにできる取り組みについて共有と検討を行った。 

 

各研修員のアクションプラン 

1. 連邦政府機関： CONAGUA 行政サービス課長 

水害リスクを軽減するための効果的な推進が課題となっている現状から、地方防災計画策定を

通じたタイムリーな洪水被害の軽減策を講じることを目標とする。主題は、構造的・非構造的な

対策を実施するための科学的・技術的根拠を示すことで、防災に対する意識を向上させること、

災害リスク（洪水や津波）に関する政府の全体的な知識を強化することである。 

 気候変動対応や予算面の課題を抱えており、洪水地域で未対策な地域などの整備が必要で

ある。 

 洪水地域で未対策となっている地域における地方防災の課題の特定を行う。 

 地域防災の課題の特定のためのアクションとして、構造物対策予算検討の取組みを推進す

る。実現するための政府関係者の意識の向上が必要となる。 

 啓発に直接かかわるのは地方であり、地方への援助が重要であることから連邦政府レベル

として様々な分析情報を流していくことを提案する。 

 

2. 連邦政府機関：治安・市民保護省 CNPC 渉外・政策局長 

メキシコ連邦政府では、防災事業の取り組みにあたり、社会的な枠組みにおいて構造的・社会的

条件があることが課題である。地方防災計画の策定と推進にあたり、国内での成功事例を作り上

げていくことが重要なアクションと考える。(1)防災投資の重要性の推進、(2)地方防災計画につ

いての知識を得るような指導者養成、(3)連邦政府レベルで地方防災計画の存在を知ってもらうこ

と、地方では能力強化を行うことを戦略的な柱とする。関連するアクションは以下のとおりであ

る。 

 災害リスク軽減の分野で、さまざまな機関や連邦機関の職員にトレーニングを提供する。 

 コースに参加した職員は、所属する機関や連邦機関のメンバーに対してトレーニングを再

現する。 

 地域災害リスク軽減計画を実行するための要員を育成する。 
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3. チアパス州：防災局リスク分析官 

地方防災計画の策定と普及に関連し、チアパス州では防災のビジョンがない法案、地方における

防災の進捗評価のための指標、具体的な目標がなく、防災リソースが不足するなど、防災の主流

化の欠如が課題であり、目標や目的を達成するための行動指針の調整が必要である。チアパス州

の科学的および社会的な脆弱性の分析の拡充を行うこと、州レベルでの連携協力の強化を行うこ

とがアクションの主題である。 

防災意識の向上、市民参加の強化、生命と財産の損失を減らすこと、防災主流化を目的としたア

クション戦略は以下のとおりである。 

 対策効果に対する意識の向上のための想定被害の認識の普及とチアパスの全国市民保護学

校（ENAPROC）による人的資本の活用 

 コミュニティ委員会の設立を活用する。ただし自助・共助に重点を置くものとする。 

 戦略的な体制の対策を実施し、効果的なリスク管理法規制によりこれを補完する。 

 適切かつ補完的な法律により、防災を公共政策の各段階に導入する。 

 

4. メキシコ市：市総合危機管理・市民保護局(SGIRPC-CDMX)リスク分析課長 

メキシコ市における地方防災計画の策定は地震災害をターゲットとして実施される。計画策定

の段階において、地震災害軽減対策を検討するにあたり、学校施設の安全に焦点をあて、インフ

ラ施設の整備や建築基準の見直しを行うことを重視する。学校施設点検プログラムの拡充とその

ための予算措置が主なアクションの主題である。 

 公立学校の校舎安全性検査プログラムを実施する。 

 法律の要件に確実に準拠するために必要な補強工事を実

施する。 

 構造的および非構造的な安全条件を改善するための包括

的なメンテナンス計画を策定する。 

 学校関係者を対象とした早期損害評価研修を実施する。 

(2) 第 2 回本邦研修（2024 年 1 ⽉） 

第 2 回本邦研修は、2024 年 1 月 15 日～1 月 26 日にかけて表 2.4 の日程にて実施された。の研

修参加者の対象は、一次パイロット市での防災計画策定の活動に関わってきた CENAPRED、メキシ

コ市、チアパス州トゥクストラ・グティエレス市職員を中心とした。CENAPRED からは、国及び地

方レベルへの防災政策に対する研修実施を担当している職員が来日し、本プロジェクトにおいて、

防災計画策定の研修実施教材策定に関わる C/P、一次パイロット市からは、技術指針の設定、建物

やインフラの耐震化や洪水対策の技術者が参加し、本プロジェクトにおいて、防災計画策定に尽

力している C/P の参加となった(表 2.5)。 

 

全⽇程終了後授与式の様⼦ 
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表 2.4  第 2 回 C/P 本邦研修カリキュラム 

⽇付 曜⽇ 時間 研修内容 実施機関 
1/14 ⽇  （渡航・夜⾏便） 
1/15 ⽉  来⽇  
1/16 ⽕ 10:00-12:30 JICA ブリーフィング JICA 東京 

14:00-15:00 研修オリエンテーション 
 

 
地球システム科学 

15:15-16:00 アクションプラン作成オリエンテーション  
地球システム科学 

1/17 ⽔ 10:00-11:30 ⽇本の防災対策と防災計画、防災対策予算の
仕組み 

 
内閣府 

13:00-15:00 国際防災潮流と仙台防災枠組への取り組み  
JICA シニアアドバイザ
ー 

15:30-17:30 ⺠間における防災投資促進事例 
BCM 格付融資について 

 
⽇本政策投資銀⾏ 

1/18 ⽊ 9:00-11:00 ⽇本における河川治⽔計画と計画⽴案におけ
る⽬的設定、具体的な対策⽴案について 

 
河川情報センター 

13:00-15:00 地震ハザード情報の地⽅防災計画への活⽤法
と事例 

 
地震調査研究推進本部 

15:30-18:00 移動  
1/19 ⾦ 10:00-11:30 静岡県地震防災センター施設⾒学 静岡県地震防災センタ

ー 
13:30‒16:30 静岡県における南海トラフ地震を踏まえた防

災計画の取り組み 
静岡県地震・津波対策アクションプログラム
2013 の進捗・効果検証 
⽊造住宅の耐震化プロジェクト「TOUKAI-0」 

静岡県危機管理部 
危機政策課 

16:30‒18:30 移動（静岡市⇒名古屋市）  
1/20 ⼟  研鑽  
1/21 ⽇  研鑽  
1/22 
 

⽉ 9:30-11:30 愛知県における地⽅⾃治体（市町村）の防災
対策概要 

 
名古屋市港防災センタ
ー 

13:00-15:30 治⽔と⽔防 
〜豪⾬・洪⽔災害への備え 

 
名古屋⼤学名誉教授 

15:30-17:30 アクションプラン作成  
地球システム科学 

1/23 ⽕ 10:00-12:30 愛知県岡崎市 
⽔害リスクに対する構造物対策・⾮構造物対
策 

愛知県岡崎市 
市⺠安全部 

13:30‒16:30 現地視察(針崎⾬⽔ポンプ場、久後崎浸⽔警報
装置、⼄川河川整備状況) 

地球システム科学 

1/24 ⽔ 10:00-12:00 愛知県⻄尾市 
防災の主流化を推進する防災事業における組
織連携 
地域防災計画と組織連携について 
⽮作川防災ステーション 
教育部⾨との連携について 

愛知県⻄尾市 
危機管理局 

13:30-16:30 現地視察 
⽮作川河川防災ステーション 
ゼロメートル地帯活動拠点 
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津波避難タワー 
1/25 ⽊ 10:00-12:00 愛知県幸⽥町 

地⽅防災計画の具体的な取り組み事例・具現
化の事業・持続性の確保 

愛知県幸⽥町防災安全 

13:30-16:30 現地視察 
幸⽥川遊⽔地事業 
深溝断層 
南部交流プラザやまびこ館 

1/26 ⾦ 9:00- 12:00 アクションプラン作成  
地球システム科学 

13:30-15:00 アクションプラン発表会  
地球システム科学 

15:15-16:00 閉講式  
地球システム科学 

1/27 ⼟  （帰国）  
出典：プロジェクトチーム 

表 2.5  第 2 回 C/P 本邦研修参加者 

所属組織・職位 
Deputy Director of Training in Civil Protection, Civil Protection National School, CENAPRED 
CENAPRED ENAPROC 市⺠保護研修副部⻑ 
Coordinator of Resilience Policies of Resilience General Directorate, SGIRPC-CDMX 
SGIRPC-CDMX レジリエンス政策調整員 
General Director of Citizen Institute of Municipal Planning of Tuxtla Gutierrez（ICIPLAM） 
トゥクストラ・グティエレス市⾃治体計画市⺠研究所（ICIPLAM）所⻑ 

  
研修オリエンテーション 静岡県での耐震強化政策についての講義の様⼦ 

  
針埼⾬⽔ポンプ場視察の様⼦ アクションプラン作成の様⼦ 

アクションプラン作成・発表 

本研修によって得られた知見の共有と今後の活動の提言について協議する場として、最終日に

プレゼンテーションを実施した。3名の研修員が、策定中の地方防災計画について市・州・連邦政

府機関それぞれのアプローチで計画の普及を目指すために何をすべきかについて、本研修での経

験や学びを参考に発表した。 
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各研修員のアクションプラン 

1. 連邦政府機関：CENAPRED ENAPROC 市民保護研修副部長 

今回、日本と大きく違いを感じたことは、日本の防災展示のスケール感であった。CENAPRED の

ENAPROC には、防災に関する様々な研修・啓発資料があるが、日本で見たような防災啓発施設や展

示はなく、実際の防災グッズや、必要な防災備蓄を実際の量と物で展示することは、身近に考え

る上でとても大切だと感じた。また、展示も、自分で地震のメカニズムを知るために、実際に手

を動かして触り、バーチャルリアリティー（VR）を駆使して、地震動を体験できるようにする等、

見学者の体験として残るように、工夫されていることに気づいた。また、行政から住民へのお知

らせの看板や、ハザードマップ、マニュアル、ガイドライン等の説明資料は、分かりやすい工夫

がされていると感じた。メキシコでは行政による文書は複雑で、読み手に分かりにくいことが多

い。 

これらを受け、防災計画策定の普及に向け、分かりやすい資料を通じた防災能力強化の研修を実

施していくことを戦略的な柱とする。関連するアクションとしては、①新しく建設を予定してい

る ENAPROC の施設に、等身大の防災展示を設置することを提案・計画する。②ENAPROC で提供する

防災計画策定研修資料について、イラストや図を駆使した分かりやすいものを作成していくこと

が挙げられる。 

 

2. チアパス州トゥクストラ・グティエレス市：ICIPLAM 所長 

これまで、プロジェクトを通してトゥクストラ・グティエレス市の地方防災計画の策定を実施し

てきたが、計画に盛り込んだ土地利用を含めた開発規制、防災対策を行っていくことの重要性に

ついて、確信が持てた研修となった。 

防災計画策定後、トゥクストラ・グティエレス市では、防災計画の施策を実施するために、トゥ

クストラ・グティエレス市都市開発プログラム（2021-2050）において、「防災計画」の項目が 2024

年 1 月に、追加記載された。これを受けて、今後トゥクストラ・グティエレス市で、防災計画を

進めていくためのバックボーンができた。実際に、今年の防災事業が早速始まっており、サビナ

ル川の保護と維持管理に関するプロジェクトが 2024 年 1 月 16 日からスタートし、市民も巻き込

んだ河川の清掃キャンペーンも実施する。 

今後、防災計画の承認プロセスに携わっていくこととなるが、①チアパス州による地方防災計画

の提案、②市議会による承認、③市の市民保護局が承認レターを発行する、というステップを想

定しているため、確実に実施していきたい。 

 

3. メキシコ市：SGIRPC-CDMX レジリエンス政策調整員 

メキシコ市における地方防災計画の策定は地震災害をターゲットとして策定されてきた。今回

の計画策定において、分かったことは、災害リスクについては市として把握しているが、連邦政

府、市、またその他のアクターの役割がはっきりとしていないことが問題であると感じた。例え

ば、道路の耐震化を進めていくためには、誰がどのようなアクションを取らないといけないのか

がはっきりしていない。本プロジェクトで地方防災計画を作成して良かったと思うことは、これ

まで市や他のアクターが、地震に対して計画している対策や、実施している施策については、情

報がバラバラとなっていた。それを、一つの計画書としてまとめられ、全体像が見えるようにな
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ったことは良かった。地震対策については、戦略的、総合的に実施していかなければならないが、

技術面、行政面における足りないピースについて、様々なアクターを巻き込みながら、明らかに

していかないと、防災計画の実施は難しいと感じた。そのため、アクターの明確化を進めたい。 

加えて、様々な面について、見える形で提示することが大切であると気づいた。例えば、地震の

被害想定について見える化し、はっきりと提示していくことである。また、メキシコ市でも、建

築物の耐震評価化を進めていこうと考えているが、静岡県でみた住民が分かるような形で、行政

がアプローチしていくことの重要性を感じた。様々な情報の見える化を進めていきたいと考える。 

また、地方防災計画を推進、普及するにあたって、住民の地震に対する理解と支持というのも重

要なコンポーネントであると思う。地震の頻度は少なく、あまり重要視されていないが、一度起

これば、大きな被害をもたらすため、そのインパクトについて、住民レベルでも理解を促してい

くアクションをしていきたい。 

メキシコでの防災計画策定に対する法的根拠や体制的にどのように更新を進めていくのかも今

後の議論である。 

(3) 第 3 回本邦研修（2025 年 1 ⽉） 

第 3 回本邦研修は、2025 年 1 月 19 日～1 月 31 日にかけて表 2.6 の日程にて実施された。研修

参加者の対象は、中央機関からは土地利用規制に携わる SEDATU と二次パイロット地域のゲレ

ーロ州およびベラクルス州とそのパイロット市の防災関係職員を中心とした(  
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表 2.7)。災害種においては、プロジェクトで策定している防災計画で扱っている、地震（ゲレ

ーロ州）、洪水（ベラクルス州）を対象とした。研修を通して、連邦政府機関、州・市防災管理官

の視点による意見交換や協議などが活発に行われる等、積極的な研修参加が見られた。 

表 2.6 第 3 回 C/P 本邦研修カリキュラム 

⽇付 曜⽇ 時間 研修内容 実施機関 
1/19 ⽇  （渡航・夜⾏便） 
1/20 ⽉  来⽇  
1/21 ⽕ 10:00-12:30 JICA ブリーフィング JICA 東京 

14:00-15:00 研修オリエンテーション 
 

 
地球システム科学 

15:15-16:00 アクションプラン作成オリエンテーショ
ン 

 
地球システム科学 

1/22 ⽔ 10:00-11:30 ⽇本の防災対策 
防災計画、防災対策予算の仕組み 

 
内閣府 

15:30-17:30 ⺠間における防災投資促進事例 
BCM 格付融資について 

 
⽇本政策投資銀⾏ 

1/23 ⽊ 9:30-11:30 ⽇本における河川治⽔計画と計画⽴案に
おける⽬的設定、具体的な対策⽴案につ
いて 

 
河川情報センター 

13:00-15:00 地震ハザード情報の地⽅防災計画への活
⽤法と事例 

 
地震調査研究推進本部 

15:30-18:00 移動（東京⇒静岡市）  
1/24 ⾦ 9:30-12:00 静岡県における南海トラフ地震を踏まえ

た防災計画の取り組み 
静岡県地震・津波対策アクションプログ
ラムの進捗・効果検証 

静岡県危機管理部 
危機政策課 

13:00-14:00 ⽊造住宅の耐震化プロジェクト
「TOUKAI-0」 

静岡県くらし・環境部建
築安全推進課 

14:30-16:00 静岡県地震防災センター施設⾒学 静岡県地震防災センター 
16:00-18:30 移動（静岡市⇒名古屋市）  

1/25 ⼟  研鑽  
1/26 ⽇  研鑽  
1/27 
 

⽉ 9:30-11:30 愛知県における地⽅⾃治体（市町村）の
防災対策概要 

 
名古屋市港防災センター 

13:00-15:00 防災総論 
国際防災潮流と仙台防災枠組への取り組
み 

 
JICA シニアアドバイザー 

1/28 ⽕ 10:00-12:00 愛知県岡崎市 
⽔害リスクに対する構造物対策・⾮構造
物対策 

愛知県岡崎市 
市⺠安全部 

13:30-16:30 ⽔害対策施設視察 
・針崎⾬⽔ポンプ場 
・久後崎浸⽔警報装置 
・⼄川河川整備環境（岡崎公園） 

1/29 ⽔ 10:00-12:00 愛知県⻄尾市 
防災の主流化を推進する防災事業におけ
る組織連携 
⻄尾市地域防災計画と組織連携について 
⽮作川防災ステーション 
教育部⾨との連携 

愛知県⻄尾市 
危機管理局 

13:30-16:30 現地視察 
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⽮作川志貴野地区河川防災ステーション 
ゼロメートル地帯活動拠点 
⽣⽥地区津波避難タワー 

1/30 ⽊ 10:00-12:00 愛知県幸⽥町 
地⽅防災計画の具体的な取り組み事例・
具現化の事業・持続性の確保 
災害に強いまちづくり 

愛知県幸⽥町 
防災安全課 

13:30-16:30 現地視察 
深溝断層 
幸⽥川菱池遊⽔地事業 
幸⽥町消防本部安全テラスセンター24 
南部交流プラザやまびこ館 

1/31 ⾦ 9:00-12:00 アクションプラン作成  
地球システム科学 

13:30-15:00 アクションプラン発表会  
JICA 地球環境部 
JICA 中部 
地球システム科学 

15:15-16:00 閉講式  
JICA 地球環境部 
JICA 中部 
地球システム科学 

2/1 ⼟  （帰国）  
出典：プロジェクトチーム 
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表 2.7  第 3 回 C/P 本邦研修参加者 

所属組織・職位 
Coordinator, Integral Disaster Risk Management General Coordination, SEDATU 
農業・⼟地・都市開発省 総合災害リスク管理総局 局⻑ 
Chief of Department, Natural Phenomena, Secretariat of Integrated Risk Management and 
Civil Protection of Guerrero State 
ゲレーロ州防災・市⺠保護局 ⾃然現象部 部⻑ 
Inspector, Comprehensive Risk Management, Protection Civil and Firefighters of Zihuatanejo 
Municipality 
ゲレーロ州シワタネホ市 市⺠保護・消防局 総合リスク管理局 検査官 
Civil Protection Liasion in Minatitlan Region in Veracruz State, General Directorate of 
Administration and Emergency Response, Secretary of Civil Protection Veracruz 
ベラクルス州市⺠保護局 緊急管理総局ミナティトゥラン地域調整官 
Director,Civil Protection, Minatitlan Municipality 
ベラクルス州ミナティトゥラン市 市⺠保護局 局⻑ 

  
研修オリエンテーション 講義の様⼦（幸⽥町） 

  
静岡県地震防災センター視察 アクションプラン発表 

 

アクションプラン作成・発表 

本研修によって得られた知見の共有を含めた、各機関の今後のアクションプランについて発表

した。内容としては、州・市については、プロジェクトで作成している防災計画内容の実施に向

けたアクションや、他市へ防災計画作成を普及するための内容、防災計画の内容の補強となる点

等を中心に整理を行った。 

 

各研修員のアクションプラン 

1. 連邦政府機関：農業・土地・都市開発省 総合災害リスク管理総局 局長 

日本で学んだ点としては、起こってしまった災害の歴史から学び、対策を進めているという点、

災害リスクのモニタリングに様々な技術が活用されている点、住民に対して防災のための準備や
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防災教育が良くなされていた点である。インフラ整備についても、災害にレジリエントな形で設

計されていることも印象的であった。また、日本の行政体制では、国・県・市がしっかりと調整

し、事業を進めているという姿勢は、メキシコの行政体制にはない形であった。 

メキシコで適用していきたいと思っている点は、土地利用も含めた規制の包括的な見直しと、各

機関の所掌や役割について明確にしていくことである。また、住民の防災に関する役割を更に高

めるべく、市レベルに予算を付けていくことを検討したいと考える。加えて、省庁間を越えた、

防災に関する情報共有のシステム開発や、民間によるイニシアティブを高めるための提案を行っ

ていきたいとも考える。 

 

2. ベラクルス州市民保護局 緊急管理総局 ミナティトゥラン地域調整官 

本邦研修を通して学んだ点としては、地区防災計画の策定を推奨し、地区レベルでの防災活動を

進めている点があり、また災害対策基本法で、各機関の防災に係る役割が明確になっている点は、

ベラクルス州の市民保護と災害リスク管理に関する州法 856 を改正することで、メキシコでも実

施できるのではないかと感じた。また、各自治体（州・市）が、浸水や全ての災害種に対して、

様々な施策を通して対策を行っていることが印象的であった。 

アクションプランとして、州市民保護局において本邦研修で得た知識を共有すると共に、プロジ

ェクト策定した防災計画案について、様々な部局を招いて説明と紹介する機会を設け、防災投資

の必要性を示し、計画モニタリングを行うための州委員会の設置について提案したいと思う。防

災計画完成後は、州知事に提出したいと考える。また、防災にかかる活動の強化として、州法 856

を改正する必要があると感じているため、取り組みたい。また、具体的な非構造物対策として、

消防団の結成や、ハザードマップの配布、構造的対策としては、洪水制御のためのダムの建設、

避難所の設置、災害リスク地域の住民移転プログラム、雨水管理システムの強化を検討した。こ

のイニシアティブを効果的に実施するためには、さまざまな政府レベルでの協力が必要だと考え

る。 

 

3. ベラクルス州ミナティトゥラン市 市民保護局長 

本邦研修を通して得た点は、日本には災害対策のための法律が整っており、しっかりと予算配分

がなされている点、小学校から公に防災教育がなされている点、将来起こり得る災害について分

析がなされており、そのための対策が実施されている点であった。自助、共助、公助という観点

から、対策を進めており、災害による教訓を生かしていることも印象的であった。 

アクションプランとして、策定している防災計画を実施していくために、まずは、市民保護局長

とリスク軽減の取り組みについて話し合いを行い、州知事にも説明の機会を持つ必要があると考

えている。また、ミナティトゥラン市として、職員向けの防災研修を実施し、洪水リスクマップ

の作成、土地利用規制のための基準の作成、洪水警報システムを確立し、災害リスク管理や洪水

対策に係るガイドラインを作成したいと考えている。 

 

4.  ゲレーロ州防災・市民保護局 自然現象部 部長 

日本の研修を通して学んだことは、国・県・市の全ての機関が防災のための取り組みを行ってい
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ることであり、住民も自然災害からの脅威に備えて、防災のアクションを起こしている点に感銘

を受けた。現在、ゲレーロ州で行っている防災に係る研修、情報共有の体制、災害リスクの分析

についても、更に良くできるのではないかと感じた。 

アクションプランとしては、州として、今後シワタネホ市で策定している防災計画の策定を完遂

させること、他の市が地方防災計画策定をするための研修の実施することや、州法内で防災計画

作成の義務付けること、地震や津波の早期警報システムの強化を考える。これらの目標達成に向

けて、具体的には、2025 年 3 月に予定されている防災計画策定研修への参加、市向けの義務的研

修プログラムの開始、市の取り組みを支援するための調整、州の開発計画にこれら市の防災対策

を組み込むための州機関との協議の必要があると考えている。また、早期警報については、防災

基金（Programa Fondo de Prevención de Desastres Naturales (FOPREDEN)）のような活用でき

る基金を活用して実現させていきたい。 

 

5.  ゲレーロ州シワタネホ市 市民保護局検査官 

本邦研修で学んだことや視察内容を踏まえて、これまで策定した地震に係る防災計画内容に更

に加える形で、アクションプランを考えた。構造物対策においては、重要インフラの耐震補強、

住宅の耐震補強、避難場所に係る標識設置、津波タワーまたは津波マウンドの建設、リアルタイ

ムの海面監視システムの設置が必要であると考えた。非構造物対策においては、災害リスクの高

い地域に住む住民への研修、防災マップの配布、ホテル密集地域への防災プログラム実施と、民

間による防災投資の促進と、防災のマスコットを作り、子供たちの防災教育に活用することを計

画した。 

これらを実施するため、調整を促進するための市災害リスク軽減委員会の設置、必要な資金と人

的資源の割り当て、計画の有効性を評価するための監視メカニズムの確立などが必要と考えられ、

そのためのアクションを起こしていきたい。 

 

2.1.4. 国際・地域会議等における成果発信に係る活動 

本プロジェクトの国際・地域会議等における成果発信に係る活動として、メキシコ CP が 2024 年

3 月、2025 年 3 月に、宮城県仙台市で開催された世界防災フォーラム（WBF）へ参加した。また、

2025 年 6 月、スイス・ジュネーブで開催された国連防災機関（UNDRR）主催の「防災グローバル・

プラットフォーム（GPDRR）2025」において、一次パイロット市であるメキシコ市総合危機管理・

市民保護局 レジリエンス部長が登壇し、限られた予算の中で、災害リスク削減に向けた優先対策

事業の実施に必要な予算確保の方策について発表を行った。 

(1) 2024 年 3 ⽉ WBF 

2024 年 3 月の WBF には、CNPC のプロジェクト・マネージャー（PM）が来日し、3月 10 日の JICA

主催のセッションにおいて、同枠組の優先行動 3（防災投資の推進）に関してメキシコの取り組み

を発表した。また、同セッションに参加したモンゴル、ベトナム、フィジー等の防災当局とも投

資促進の課題を共有した。同日、東北大学キャンパス内にて開かれた有志のメンバーによるアド

ホック会合にも出席し、前回スイスで行われた防災フォーラムの議論を引き継ぐ形で、仙台防災
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枠組を推進するため UNDRR や各国機関への提言文書の作成を進めた。3月 11 日には東北大学主催

のセッションに出席し、防災を推進するための科学的知見・手法の活用に関してメキシコの取り

組み（特にナショナルリスクアトラスと防災ガバナンス指標）を紹介した。同セッションでは日

本ほかインド、ネパール、インドネシア等の研究者や防災責任者と意見交換を行い、研究機関に

よる世界規模でのネットワーク構築、より正確なリスク情報の提供の必要性等、について議論し

た。 

(2) 2025 年 3 ⽉ WBF 

2025 年 3 ⽉の WBF には、表 2.8 に⽰す 3 名がメキシコから参加し、防災投資の促進や仙台防災枠組の実現に向けたセッションへの出席に加
え、複数のセッションにおいて登壇した。メキシコにおける防災事業の資⾦調達、防災に関する都市と地⽅の格差、官⺠学の連携、先進技術と
政治の接続といった多様なテーマについて、活発な意⾒交換がなされた。最終⽇には、仙台市の震災遺構を訪れ、災害記憶を留め、後世に伝え

る遺跡として保護している様⼦を視察した。⾏程は出典：プロジェクトチーム 

表 2.9 の通り。長期専門家もメキシコより参加者に同行し、細かいロジ面等についてもフォロ

ーした。帰国後、参加者はプロジェクト活動の一環である、二次パイロット地域における地方防

災計画策定研修の場で発表の時間を設け、WBF での成果と知見を報告した。 

表 2.8 WBF2025 メキシコ参加者 

所属組織・職位 
DRR Public Policy Coordinator, CENAPRED 
CENAPRED 防災公共政策調整官 
Deputy Director, Economic and Social Studies at the Coordination of Public Policies for the 
Prevention of Disasters Department, CENAPRED  
CENAPRED 経済・社会学 防災公共政策 副部⻑ 
General Director of Risk Analysis, SGIRPC-CDMX  
SGIRPC-CDMX 災害リスク分析部 部⻑ 

出典：プロジェクトチーム 

表 2.9 WBF2025 参加⽇程 

⽇付 WBF 2025 での登壇・参加イベント 移動⾏程 
3/7
（⾦） JICA セッション事前打ち合わせ 3 名＋⻑期専⾨家 

東京→仙台移動 
3/8
（⽉） 

JICA 
セッション  

S28: 防災投資の促進。仙台防災枠組の実現に向けて 

@仙台国際センタ
ー 

UNDRR 
セッション 

S36:防災イノベーション加速のためのワークショップ-科学
技術、政策、⺠間セクターの連携を活かして 

WBF 
セッション 

S06: [特別プレナリー]国際防災推進のための学術・⾏政と⺠
間セクターとの対話 

3/9
（⽕） 

東北⼤ 
セッション 

S38:都市開発と災害リスク削減の持続可能な両⽴ 3 名＋⻑期専⾨家 
仙台→東京移動 JICA エクスカーション: 震災遺構視察 
出典：プロジェクトチーム 
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(3) 2025 年 6 ⽉ GPDRR 

2025 年 6 月の GPDRR 2025 には、一次パイロット市であるメキシコ市総合危機管理・市民保護局 

レジリエンス部長が、JICA サイドイベント「防災投資に向けた資金拠出のギャップの埋めるため

の社会全体での取組」のセッション２「防災投資に向けた資金拠出のギャップを埋めるための方

策とベストプラクティス」に、インドネシア、南アフリカ、エルサルバドルからの参加者と共に

登壇し、特に地方自治体（州・市）における防災に関する予算取りについてのテーマについての

協議と発表を行った。 

 

2.1.5. プロジェクトセミナー/ワークショップの開催 

(1) JICA 課題別研修成果等発表セミナー 

2023 年 3 月 6 日、AMEXCID 会議室において、JICA 課題別研修成果発表セミナーが開催された。

これまでに JICA 課題別研修およびその他の国際会議に参加した CNPC および CENAPRED の関係者

が、各自の参加成果を発表した。 

本プロジェクトからは、2022 年 12 月 12 日から 24 日まで実施された JICA 課題別研修「防災の

主流化」研修に、CNPC よりプロジェクトの C/P 2 名が参加し、その研修成果が共有された。また、

同期間にスイスで開催された WBF には CENAPRED より C/P 1 名が参加し、仙台防災枠組の中間レビ

ュー以降の進捗および課題についてテーマとした研修成果が報告された。 

  
JICA 課題別研修成果等発表セミナー (於 AMEXCID) 

 

  
 

JICA セッションでの集合写真 JICA セッションでの発表の様⼦ 震災遺構視察の様⼦ 
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2.1.6. 広報活動 

広報活動として、プロジェクトの JCC、地方防災計画策定研修、本邦研修の開催等、主要な活動

について JICA ホームページのプロジェクトニュースへの投稿を通して広報を行ってきた。投稿の

記載文は、日本語と西語で用意し、写真にも説明を追記する形することにより、分かりやすい内

容での発信を目指した。 

加えて、長期専門家が作成したプロジェクトの事業紹介を広報するためのリーフレットを活用

し、CNPC の全国市民保護フォーラムや、WBF において配布し、外部発信を行った。 

  

JICA ホームページプロジェクトニュース(⽇・⻄) 

出典：JICA ホームページ 

リーフレット配布の様⼦ 

出典：プロジェクトチーム 

 

2.2. 成果 1 にかかる活動 

2.2.1. 地⽅防災計画策定の概要について研修（1 回⽬）を開催する（活動 1-1） 

(1) 活動内容 

2022 年 9 月 26 日から 27 日の 2 日間にわたり、第 1 回地方防災計画策定研修が CNPC において開

催された。本研修は、JICA が提唱する地方防災計画策定の 8 ステップ手法の概要を共有し、事前

防災投資の重要性について関係者間で共通認識を深めることを目的として実施された。 

研修では、まず地方防災計画策定における 8 つのステップの解説が行われた。続いて、JICA 国

際協力専門員の西川氏による講義が行われ、日本の防災文化や事前防災投資の意義についての説

明がなされ、参加者の高い関心を集めた。また、CNPC の DGPC 局長である PM が、自身の JICA 課題

別研修で作成したアカプルコ市地方防災計画の概要を紹介し、実務経験に基づいた知見の共有が

行われた。 

さらに、メキシコ側の参加機関からは、それぞれの防災に関する取組みについて発表があり、情

報共有が進められた。加えて、一次パイロット地域であるメキシコ市およびチアパス州トゥクス

トラ・グティエレス市の代表者が参加し、地域の災害リスクや現状をまとめた「シティ・プロフ

ァイル」の発表を行った。これにより、今後の地方防災計画策定に向けた理解と準備が深まる有

意義な機会となった。 
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地⽅防災計画策定 8 ステップ⼿法講義 ⻄川専⾨員による防災総論講義 

  

地⽅防災計画策定経験の共有 ⼀次パイロット地域シティ・プロファイルの
発表 

(2) 活動の課題と⼯夫 

災害リスク軽減を目的とした防災の事前投資を推進するためには、地域における災害リスクの

的確な認識をもとに、地方防災計画を策定し、適切な防災対策を実施することが重要である。本

プロジェクトにおける導入研修では、こうした課題認識を踏まえ、地方防災計画策定の意義と必

要性について参加者の理解を深めることを目的として実施された。 

研修では、地方防災計画策定の重要性に加え、メキシコにおける具体的な計画策定の取組み事例

を紹介し、参加者が現実的な視点で学びを深められるよう工夫がなされた。また、リスク認識、

既存対策のレビュー、残されるリスクの特定、必要な防災対策の整理、対策の優先度や予算の検

討、対策事業の実施、モニタリングといった一連のプロセスを段階ごとに詳しく解説することで、

計画策定手法の理解を促進した。 

さらに、一次パイロット地域の有機的な参加を促すため、対象となる市には「シティ・プロファ

イル」の事前作成と発表を依頼し、これを計画策定の「ステップ 0」と位置づけることで、実際の

計画策定プロセスに円滑に移行できるよう準備を整えた。これにより、地域の実情に即した実践

的な防災計画策定のスタートを切ることが可能となった。 

 

2.2.2. 治安市⺠保護省、市⺠保護総局は、メキシコの地⽅⾃治体（州・市）における地⽅防災
計画についての策定状況について情報収集、整理し互いに共有する（活動 1-2） 

(1) 活動内容 

1) 一次パイロット地域（州・市）の地方防災計画策定状況 
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州・市レベルの防災計画策定状況に係る情報収集を行った。 

チアパス州においてはコミュニティレベルでの防災計画が一部で策定されているものの、市の

防災計画は未策定である。メキシコ市では開発計画を策定しており防災分野が含まれているが、

災害リスク削減を主軸とした地方防災計画は策定されていない。地震災害に係る緊急対応計画は

毎年レビューされ更新されている。 

CONAGUA による洪水緊急計画は、都市における洪水時の緊急対応にかかる都市洪水運用計画と河

川管理にかかる河川洪水緊急計画の 2 種類があり、構造物対策も含まれる。しかしながら、チア

パス州トゥクストゥラ・グティエレス市レベルでの計画は未策定とのことである。 

2) 防災政策・ガバナンスに関する国際的な評価指標によるメキシコの州別の地方防災計画策

定に係る現状の分析 

地方防災計画の策定状況の把握にあたっては、事前防災投資の推進に向け、既存の開発計画に災

害リスク軽減策が組み込まれているかどうかが、重要な指標となり得ると考えられる。そのため、

州別の傾向を分析し、各地域における災害リスク削減の責任の所在や、災害リスク軽減措置の有

無を検証するとともに、事前防災投資の推進に向けた地方防災計画策定の取り組み状況を把握す

ることとした。 

この分析にあたっては、防災政策およびガバナンスに関する国際的な評価指標である災害リス

ク管理におけるガバナンスと公共政策インデックス(iGOPP)を活用し、メキシコにおける州別評価

結果のレビューと分析方法の検討を行った。さらに、iGOPP の評価項目の中から、地方防災計画の

策定に関連する法制度・組織体制、予算、評価に関する指標を選び、重点的に分析を実施した。

指標は、州ごとに「はい/いいえ」で回答されたものを集計している。 

地方防災計画の策定に関連する主な iGOPP 指標として、以下の 7 つの指標について適合する州

の割合を示した。 

表 2.10 地⽅防災計画の策定に関連する主な iGOPP 指標と適合する州の割合 

 指標コード 内容 適合する 
州の数 割合 

1 RR-1A-3 建物や重要インフラの脆弱性の軽減を義務付
けた基準があるか 7 22% 

2 RR-1A-5 公共・⺠間インフラ建設時における災害リス
ク軽減対策の組込み義務・規制があるか 10 31% 

3 RR-1B-1 セクター別に災害リスク軽減の責務が明確化
されているか 28 93% 

4 RR-1C-1 州ごとの災害リスク軽減の責務の明確化され
ているか 32 100% 

5 RR-1C-2 州の機能と権限に災害リスク軽減が明記され
ているか 32 100% 

6 RR-3-2 州が過去 5 年間に災害リスク軽減活動の実績
を評価・検証しているか 17 53% 

7 RR-3-5 
州とセクター当局が、過去 5 年間のインフラ
建設段階におけるリスク軽減対策を評価して
いるか 

2 6% 

出典: CENAPRED, http://www.atlasnacionalderiesgos.gob.mx/IGOPP/index.php より 
2013 年―2017 年の統計情報を集計 

RR-1B-1、RR-1C-1、RR-1C-2 の結果が示すように、災害リスク軽減に関する責務や権限について
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は、メキシコ国内の 32 州の大半において明確に定められている。一方で、RR-1A-3 および RR-1A-

5 の指標に見られるように、主要な建築物に対するリスク低減対策を実施するための基準や規制

は、多くの州で依然として整備されていないことが明らかとなっている。さらに、インフラ建設

段階における災害リスク軽減対策の評価についても、多くの州で実施されていない状況が見受け

られる。 

州おいて地方防災計画の策定が法的義務を持たないなかで、州が災害リスク削減に対しての取

組と実施、評価が実施されていないことが課題となっている。 

(2) 活動の課題と⼯夫 

連邦制を敷くメキシコでは、州による権限の分担と地方自治が保障されている。、その中で、州

の関わりによる州および市の災害リスク削減の取組み、地方防災計画の策定の普及が課題となる。

また、各州に属する市（全国でおよそ 2,470 市）の地方防災計画の策定状況とその課題を抽出す

るためには、州の現状を把握することが重要であると考えられる。 

防災政策およびガバナンスに関する国際的な評価指標である iGOPP から州の地方防災計画策定、

予防的な防災対策の取組みを推定した。 

 

2.2.3. 治安市⺠保護省、市⺠保護総局、⼀次パイロット地域（州・市）は、活動 1-2 で整理さ
れた情報をもとに、メキシコ国内の地⽅防災計画について課題を整理し、地⽅防災計画
策定に必要な関係組織とその役割を整理し明確にする（活動 1-3） 

(1) 活動内容 

メキシコの州および市における地方防災計画の策定状況について情報を収集・整理し、その結果

に基づいて、一次パイロット地域における関係機関とその役割を検討した。あわせて、計画策定

から承認、さらには事業実施へと至るプロセスの方向性を整理し、今後の展開に資する基礎的情

報を取りまとめた。 

1) 地方防災計画策定における課題 

メキシコ国は連邦制を採用しており、連邦政府は州および市に対して自治権を保障している。連

邦政府は地方自治体（州・市）に対して地方防災計画の策定を義務化・制度化していない。一方

で、地方自治体（州・市）の財政的制約は大きく、災害リスク軽減策の実施には連邦政府の補助

金や技術的支援が必要となる。 

また、防災政策およびガバナンスに関する国際的評価指標である iGOPP の分析結果からも、事前

防災投資の推進において、既存の開発計画に災害リスク削減の視点を組み込む「防災の主流化」

の取組みが多くの州において不十分であることが示されている。さらに、策定された事業の進捗

や成果を継続的に確認・評価するモニタリング体制も未整備であることも多くの州において課題

である。 

このような状況に対処するためには、州政府が市に防災計画の策定を働きかけるとともに、州と

市が連携して策定プロセスを推進することが必要である。 
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2) 一次パイロット地域における計画策定の取組み 

一次パイロット地域（チアパス州およびメキシコ市）において、地方防災計画の策定に向けて、

関係機関の役割分担および実施体制の検討を実施した。計画の策定および事業の実施においては、

州および市が地方防災計画策定研修を通じて必要な知識と手法を習得し、自ら推進する体制を確

立する。 

また、計画策定の段階では連邦政府機関の関与が重要であり、CENAPRED は災害リスク情報を、

CONAGUA は流域に関する洪水管理情報や関連事業に関する技術的支援を提供することで、地方防

災計画の策定ステップを補完する役割を担う。 

今後は、チアパス州およびメキシコ市において、策定された計画の正式な承認と住民への周知を

行い、災害リスク削減のための対策事業の実施へとつなげていく必要がある。これに向けて、一

次パイロット地域の計画策定プロセスに加え、計画の承認、周知、実施に向けたロードマップの

策定を行う。 

(2) 活動の課題と⼯夫 

地方防災計画の策定が制度化されていない現状において、各市が計画を策定し、それを実施段階

に進めていくには、制度的な裏付けや具体的なインセンティブが不足している点が課題と考えら

れた。特に、財政面の制約が大きい市にとって、計画策定および施策実施を持続的に進める仕組

みの不在は大きな障壁となっていることが考えられる。 

計画の制度的な位置づけと持続性の確保を図るため、市や州の上位計画への地方防災計画の組

み込みを推進した。防災計画を政策的枠組みに位置づけることで、その実効性と継続的な実施を

促進するための重要な施策となる。 

また、先行地域である一次パイロット地域（州・市）における実施事例（予算獲得や事業実績等）

を他の州・市と共有し、成果を可視化することで、他市における計画策定および実施への動機づ

けとなる考えとした。 

州と市の連携を強化し、双方が協力して計画策定および承認、事業実施へと進める体制を構築す

ることで、地方防災計画の効果的かつ持続的な運用の基盤を整えることを計画した。 

 

2.2.4. 治安市⺠保護省、市⺠保護総局、⼀次パイロット地域（州・市）は、活動 1-3 の関係者
も含めて、地⽅防災計画策定に向けた⾏程（ロードマップ）案を作成する（活動 1-4） 

(1) 活動内容 

メキシコにおける地方防災計画策定の現状と課題を踏まえ、一次パイロット地域（州・市）にお

ける計画策定の段階および手順、関係機関の役割を整理し、工程案としてのロードマップを取り

まとめた。 

1) 地方防災計画策定の工程案 

図 2.1 に、一次パイロット地域（州・市）における地方防災計画策定の全体的な流れを示す。

計画策定研修については、2022 年 12 月までに研修参加主体および技術協力機関の役割が明確化
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し、2023 年 3 月よりメキシコシティにおいて研修が開始される計画である。同年 11 月に研修を

終了し、各パイロット市の地方防災計画は 2023 年 12 月に策定完了を迎える予定である。2024 年

1 月以降は、策定された計画の承認および周知、さらに対策事業の実施およびそのモニタリング

の段階へと移行する計画とした。 

 

図 2.1  地⽅防災計画策定の⼯程 

出典：プロジェクトチーム 

2) 一次パイロット地域地方防災計画策定班の編成および研修実施機関・技術支援機関 

一次パイロット地域（州・市）における地方防災計画策定の実施にあたり、計画策定研修の実施

工程と併せて、実施体制、計画策定の主体、ならびに技術的支援を担う機関を明確化した。表 2.11

に、当該地域における地方防災計画策定の実施体制を示す。 

表 2.11 ⼀次パイロット地域地⽅防災計画策定の実施体制 

出典：プロジェクトチーム 

 

項⽬ 実施主体 実施内容 
地⽅防災計画策定
研修策定 

 ⼀次パイロット州・市 
1. チアパス州市⺠保護局 
2. ICIPLAM 
3. SGIRPC-CDMX 

 地⽅防災計画策定研修 
1. ステップ 1-4（災害リスク認識、既存の

計画のレビュー、残余リスクの特定） 
2. ステップ 5-7（対策事業の選定、優先度

の検討、予算措置の検討） 
3. ステップ 8（事業実施、モニタリング） 

地⽅防災計画研修
実施 

CNPC（DGPC）  地⽅防災計画策定研修の実施 
1. 研修プログラム作成 
2. 研修講師の選定 
3. 研修実施 

計画策定技術⽀援 CENAPRED 
CONAGUA 

 CENAPRED：⼀次パイロット市（メキシ
コ市）地震災害に係る情報提供、計画策
定に係る⽀援 

 CONAGUA：⼀次パイロット市（チアパ
ス州）洪⽔災害に係る情報提供、計画策
定に係る⽀援 
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3) 地方防災計画策定研修の実施 

一次パイロット地域（州・市）における地方防災計画の策定は、2023 年 3 月から 12 月にかけて

実施された。策定研修は 3 つの段階（ステップ 1-4、ステップ 5-7、ステップ 8）に分けて構成さ

れ、各段階に応じた教材作成、研修プログラムの準備、および研修の開催を実施する。研修実施

後、各パイロット市が計画の策定作業を進め、計画案については CNPC が確認・助言を行い、必要

な修正を加えた上で次のステップへ進む形式とした。 

2023 年 10 月にステップ 1－８までを含む全ての研修の実施を完了し、同年 12 月に各市の地方

防災計画が完成された。 

4) 地方防災計画策定後の実施・普及、事前防災投資推進 

地方防災計画の策定後、その内容を州・市の上位計画に組み込む承認プロセスを推進することは、

計画の普及および持続性の確保において重要である。また、計画に基づく防災事業の優先的な実

施や予算措置の推進は、市にとってのインセンティブとなり、策定活動の促進につながると考え

られる。 

防災事業の実施に際しては、各州および市の制度や状況に応じた申請手続きや実施の枠組みが

必要であり、これを今後の計画策定および実施のモデルとすることが望まれる。そのため、地方

防災計画の承認および実施に至るプロセスを明確化し、モデルとして文書化・体系化した上で、

研修用の参考資料として整理する。 

また、一次パイロット市は、今後実施される二次パイロット地域向けの地方防災計画策定研修に

おいて、計画の承認プロセスや事業実施に向けた取組みに関する講義や意見交換を通じ、実践的

なインプットを提供する役割を担う。 

5) 一次パイロット地域（州・市）地方防災計画の承認と実施・普及と持続性の確保 

地方防災計画の策定後、実施と普及、そして事前防災投資の推進を図るためには、策定された計

画の持続的な活用が重要である。そのため、各パイロット市は、策定した計画承認のアプローチ

に加え、市および州の上位計画への反映と周知を通じて、防災対策を地域政策に統合していく必

要がある。以下に、各市が取り組む主なアプローチを整理する。 

 チアパス州 トゥクストラ・グティエレス市 

市における地方防災計画の策定後、計画の承認と実施に向けた主要な工程を図 2.2 に示す。策

定された地方防災計画の持続性を確保するために、市の制度に則った承認プロセスを踏むことを

目的としている。 
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図 2.2  トゥクストラ・グティエレス市における地⽅防災計画策定の⼯程 

出典：トゥクストラ・グティエレス市地⽅防災計画ルートマップより抜粋(和訳) 

市の法令に定められた各条項に基づき、災害リスク削減を目的とした地方防災計画を策定する。

その後、市レベルの市民保護システムにおける計画の位置づけについて、関係部局と調整・見直

しを行う。 

次に計画は、市民保護評議会に提出され、同会議による審議・承認を経る。承認後、市議会の防

災委員会において採択され、必要な予算措置および法的手続きのために市議会へ提出される。議

会において承認・交付がなされ次第、具体的な防災事業の実施が開始される。事業完了後は、モ

ニタリングおよび評価を通じて、計画の実施状況と成果の検証を行う。 

 メキシコ市 

メキシコ市においては、行政的および法的な背景から、現時点では地方防災計画の正式な承認は

行われていない。既存の計画承認プロセスに新たな地方防災計画を統合するには一定の時間を要

するものの、今後も関係機関への働きかけを継続し、地方防災計画の推進を図っていく。 

2025 年からは、メキシコ市議会への提案および承認に向けた調整を開始するとともに、広報・

周知活動にも取り組む計画である。対策事業実施に向けた工程案を図 2.3 に示す。 
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図 2.3  メキシコ市における対策事業実施の⼯程案 

出典：メキシコ市地⽅防災計画実施⼯程より抜粋(和訳) 

地方防災計画は、市のレジリエンス協議会において発表されたのち、地震災害リスクの軽減に向

けた段階的な取り組みとして位置づけられる。この取り組みでは、再建築・復旧に必要な建築物

数の推定を起点に、対策の優先度の検討、脆弱性のある建築物の評価を行う。その後、災害リス

ク削減の視点を開発計画や土地利用計画に統合し、住宅確保に関する実現可能性調査を経て、地

方政府の地震災害リスクに対するガバナンス強化のためのステップとして計画されている。 

(2) 活動の課題と⼯夫 

メキシコは連邦制国家であり、州による権限の分担と地方自治が保障されている。連邦政府の

CNPC が地方防災計画の策定を推進するにあたっては、州・市が連携した主体的な実施が不可欠で

ある。また、現時点において、メキシコ国内には地方防災計画の策定に関する法的根拠がなく、

計画策定後の承認プロセスや実施段階における制度的な裏付けが不十分である。さらに、州ごと

に市運営の状況や政策実施の枠組みが異なることから、計画の持続性や実効性を確保するための

承認プロセス、予算措置、事業実施に向けたアプローチにも多様性が見られると考えられる。 

連邦政府による支援体制の工夫：一次パイロット地域における地方防災計画策定においては、

CNPC が計画策定研修実施の役割を担い、州政府を通じて州および市を一体的に巻き込む体制を構

築した。研修参加の段階から計画策定までを州・市の協働体制に基づき進めることに留意した。 

段階的な策定ステップの設定：計画策定は、策定研修の実施に続き計画案の修正を行い、次ステ

ップ研修の実施というサイクルを繰り返す形式で年間スケジュールを設計した。ステップごとに

成果を達成し、CNPC と協議を重ねながら研修と実務作業を段階的に進行する計画とした。 

計画の承認と上位計画への周知・推進、事業実施の推進：地方防災計画の法的根拠が不在である

ことから、承認プロセスの制度化は困難であり、州ごとの制度的背景や慣行を踏まえた柔軟なア

プローチが必要である。このため、計画策定後の持続性確保の観点から、（1）市・州の上位計画

への組み込み、（2）市議会等への広報活動による周知と承認の推進を重視し、一次パイロット地

域との協議を通じて、それぞれの州・市に適した工程をロードマップに含めた。 
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2.3. 成果 2 にかかる活動 

2.3.1. 地⽅防災計画策定⼿法の詳細について研修（2 回⽬）を開催する（活動 2-1） 

(1) 活動内容 

2022 年 10 月に地方防災計画策定手法の詳細についての研修（第 2 回及び第 3 回）を含む成果 2

全体（研修準備、研修開催、研修後のフォローアップ活動）にかかる活動計画案（今後のスケジ

ュール案・活動計画案、研修プログラム案）を作成した。10 月 6 日に CNPC と活動計画案の説明・

協議を実施し、CNPC は活動計画案に合意した。 

2023 年 2～3 月に地方防災計画策定研修（第 2 回）における講義に必要な JICA の 8 ステップ手

法にかかる講義資料及び演習に必要な教材等を作成した。メキシコにおいては発災後の緊急対応

に重点が置かれていて、減災及び事前準備にかかる 8 ステップ手法に類似の CENAPRED 等の研修コ

ースないし CNPC が地方自治体（市）を支援する事業等は実質的に存在しない事を確認した。 

2023 年 3 月 7～10 日に 8 ステップ手法に基づく地方防災計画策定手法にかかる研修（第 2 回）

を開催した。研修は AMEXCID 内の研修室で実施した。研修プログラム及び実施手法は表 2.12 に

示すとおりである。 

表 2.12 研修プログラム（第 2 回）及び実施⼿法 

第 2 回地⽅防災計画策定研修⽇程 
2023 年 3 ⽉ 7 ⽇ ステップ 1（ハザード情報の収集）＜講義＋演習＋成果発表＞ 
2023 年 3 ⽉ 8 ⽇ ステップ 2（リスクの理解）＜講義＋演習＋成果発表＞ 
2023 年 3 ⽉ 9 ⽇ ステップ 3（国家・関連機関の災害リスク削減計画の確認） 
2023 年 3 ⽉ 10 ⽇ ステップ 4（残余リスクの把握）＜講義＋演習＋成果発表> 
研修実施⼿法 
 講義：1 時間 
作成した教材に基づき JICA 専⾨家が各ステップの内容を解説（3 ⽉ 9 ⽇は CENAPRED 及び CONAGUA も
講義）。 
 演習：4 時間 
⼀次パイロット地域が、事前に収集した資料及び講義に基づき、テンプレートを埋める形で実際に地⽅防災
計画（案）をステップ毎に作成。 
 成果発表：1 時間 
⼀次パイロット地域が作成した地域防災計画（案）の概要をステップ毎に発表。 

出典：プロジェクトチーム 

研修参加者は表 2.13 に示すとおりである。 

表 2.13 ⼀次パイロット地域 研修参加者 

組織 職位 

SGIRPC-CDMX 
Director General 
Coordinator 
Chief 

ICIPLAM Director General 
Coordinator 

チアパス州市⺠保護局 Risk Analyst 
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CENAPRED Coordinator 
Deputy Director 

CONAGUA Chief 
Chief 

CNPC 

Area Director 
Area Deputy Director 
Area Director 
Chief 

出典：プロジェクトチーム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研修の概要は以下のとおりである。 

 一次パイロット地域（メキシコシティ、チアパス州）、CENAPRED、CONAGUA、CNPC の研修生

14 名全員が一日も欠席することなく熱心かつ前向きに研修に参加した。 

 研修プログラムの講義、演習及び成果発表の時間配分はおおむね適切であった。 

 一次パイロット地域の研修参加者は、地方防災計画作成の演習に熱心に取り組み、演習の時

間内に計画（案）（メキシコシティ（地震）、チアパス州（洪水））のワード原稿の大部分を

完成させた。 

 演習に際して、CENAPRED と CONAGUA は、それぞれ一次パイロット地域が行った作業を積極

的にサポートし、研修生としてのみならずティーチングアシスタントとしての役割も果た

した。 

 CNPC は、研修全体を適切に管理・運営すると共に、一次パイロット地域による演習を効果

的に支援した。 

(2) 活動の課題と⼯夫 

メキシコ国においては、発災後の緊急対応にかかるアクションプラン的な計画は存在するもの

  

  

地⽅防災計画策定研修（第 2 回）実施状況（於 AMEXCID） 
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の、減災及び事前準備にかかる内容を含む地方防災計画は存在しない事がプロジェクト開始後に

明らかとなった。このため、一次パイロット地域及び中央政府機関の研修参加者は地方防災計画

策定にかかる知識・経験が十分ではない状態から計画を策定していかねばならない事が課題であ

った。研修参加者によっては過去の職務経歴が必ずしも防災を専門としてはいない事も課題であ

った。 

このため、研修を含む以下の実践的な活動プロセスを経て、JICA 専門家の支援を受けつつも一

次パイロット地域が自力で無理なく地方防災計画を策定していけるよう工夫した。 

1. 研修実施に先立ち、8 ステップの該当ステップについて一次パイロット地域が計画策定に必

要な資料をメキシコ国内の技術リソースとして事前に収集するよう、研修会場にそれら収

集した資料を持参するよう依頼した。この際、計画策定の経験が無くてもどのような計画を

策定するのかイメージが浮かぶように、計画で実際に作成する図や表の具体的なフォーマ

ットを提示し、それを埋めるための資料を収集するよう依頼した。 

2. JICA 課題別研修「中南米総合防災」2022（オンライン）に準拠して研修会場において対面

形式で研修を実施し、講義、演習および成果発表を通じ、十分な時間をかけて一次パイロッ

ト地域が該当ステップの計画（案）原稿を完成できるように研修プログラムと実施手法を工

夫した（上記(1)に記載）。 

3. 研修終了後も、メールでのやり取りを通じて、一次パイロット地域が作成した各ステップの

計画（案）の原稿を、JICA 専門家がレビュー・添削し、添削結果に基づいて修正作業を行

うプロセスを複数回繰り返した。これにより、参加者が最終的に自力で計画（案）を完成で

きるよう工夫がなされた。 

 

2.3.2. 治安市⺠保護省、市⺠保護総局、⼀次パイロット地域（州・ 市）は、⼀次パイロット地
域（州・市）のハザード、リスク評価情報を収集し整理する（活動 2-2） 

(1) 活動内容 

2023 年 2～3 月に一次パイロット地域（メキシコ市、チアパス州）がハザード、リスク評価にか

かる資料（ステップ 1及び 2）を【2-1】の研修（第 2 回）に先立ち収集・整理した。 

3 月に一次パイロット地域が【2-1】の研修（第 2 回）実施を通じて、収集した情報を整理した。

一次パイロット地域は同研修完了後も自力で作業を継続し地方防災計画の該当部分（ステップ 1

及び 2）の計画（案）原稿を完成させた。 

4 月に JICA 短期専門家が計画（案）原稿をレビュー・添削し、一次パイロット地域が添削結果

に基づき修正作業を行うプロセスを経て、一次パイロット地域は地方防災計画（案）の該当部分

（ステップ 1 及び 2）を完成させた。 

(2) 活動の課題と⼯夫 

節 2.3.1(2)で述べたとおり、メキシコ国には減災及び事前準備にかかる内容を含む地方防災計

画は存在せず、一次パイロット地域の計画策定にかかる知識・経験が十分ではない事が課題であ

った。 
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このため、節 2.3.1(2)で述べたとおり、研修を含めた実践的なプロセスを経て、JICA 専門家の

支援を受けつつも一次パイロット地域が自力で無理なく計画を策定していけるように工夫した。 

 

2.3.3. 治安市⺠保護省、市⺠保護総局、⼀次パイロット地域（州・市）は、⼀次パイロット地
域に関連する連邦・州の災害リスク削減の対策事業（中⻑期・構造物）を洪⽔災害・地
震災害対策省庁と収集し、収集された事業の優先順位も分析し整理する（活動 2-3） 

(1) 活動内容 

2023 年 2～3 月に一次パイロット地域（メキシコ市、チアパス州）が連邦・州の対策事業にかか

る資料（ステップ 3）を【2-1】の研修（第 2 回）に先立ち収集・整理した。CENAPRED 及び CONAGUA

が連邦・州の対策事業にかかる資料（ステップ 3）にかかる講義資料を作成した。 

3 月に一次パイロット地域が【2-1】の研修（第 2 回）実施を通じて、CENAPRED 及び CONAGUA の

支援も得て、収集した情報を整理した。一次パイロット地域は同研修完了後も自力で作業を継続

し地方防災計画の該当部分（ステップ 3）の計画（案）原稿を完成させた。その際に、収集された

事業のうちメキシコ市、チアパス州についてそれぞれ CENAPRED（地震）、CONAGUA（洪水）（両者と

も研修に研修生兼ティーチングアシスタントとして参加）の事業の優先度が高いことが確認され

た。 

4 月に JICA 短期専門家が計画（案）原稿をレビュー・添削し、一次パイロット地域が添削結果

に基づき修正作業を行うプロセスを経て、一次パイロット地域は地方防災計画（案）の該当部分

（ステップ 3）を完成させた。 

(2) 活動の課題と⼯夫 

節 2.3.1(2)で述べたとおり、メキシコ国には減災及び事前準備にかかる内容を含む地方防災計

画は存在せず、一次パイロット地域の計画策定にかかる知識・経験が十分ではない事が課題であ

った。 

このため、節 2.3.1(2)で述べたとおり、研修を含めた実践的なプロセスを経て、JICA 専門家の

支援を受けつつも一次パイロット地域が自力で無理なく計画を策定していけるように工夫した。 

 

2.3.4. 治安市⺠保護省、市⺠保護総局、⼀次パイロット地域（州・市）は、2-2、2-3 の情報を
精査し、残余リスクを明らかにする（活動 2-4） 

(1) 活動内容 

2023 年 3 月に一次パイロット地域が【2-1】の研修実施を通じて、【2-2】、【2-3】の情報を精査

し、残余リスクを明らかにした（ステップ 4）。一次パイロット地域は研修完了後も自力で作業を

継続し地方防災計画の該当部分（ステップ 3）の計画（案）原稿を完成させた。その際に各事業に

よる時系列でのリスク低減効果を検討し残余リスクを明らかにした。 
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4 月に JICA 専門家が計画（案）原稿をレビュー・添削し、一次パイロット地域が添削結果に基

づき修正作業を行うプロセスを経て、一次パイロット地域は地方防災計画（案）の該当部分（ス

テップ 4）を完成させた。 

(2) 活動の課題と⼯夫 

節 2.3.1(2)で述べたとおり、メキシコ国には減災及び事前準備にかかる内容を含む地方防災計

画は存在せず、一次パイロット地域の計画策定にかかる知識・経験が十分ではない事が課題であ

った。 

このため、節 2.3.1(2)で述べたとおり、研修を含めた実践的なプロセスを経て、JICA 専門家の

支援を受けつつも一次パイロット地域が自力で無理なく計画を策定していけるように工夫した。 

 

2.3.5. ⼀次パイロット地域内の災害種・保全保護対象に応じた対策を⼀次パイロット地域の視
点で優先順位付け、⼯程、対策分類等を⾏い、結果を整理する（活動 2-5） 

(1) 活動内容 

2023 年 6 月に一次パイロット地域（メキシコ市、チアパス州）が防災対策及び優先順位付けに

かかる資料（ステップ 5 及び 6）を【2-7】の研修（第 3 回）に先立ち収集・整理した。 

6 月に一次パイロット地域が【2-7】の研修（第 3 回）実施を通じて、一次パイロット地域が実

施すべき構造物/非構造物及び短期/長期の DRR 施策をリストアップし（ステップ 5）、その中から

一次パイロット地域が優先的に実施すべき事業を選定した（ステップ 6）。一次パイロット地域は

同研修完了後も自力で作業を継続し地方防災計画の該当部分（ステップ 5 及び 6）の計画（案）原

稿を完成させた。 

7 月に JICA 専門家が計画（案）原稿をレビュー・添削し、一次パイロット地域が添削結果に基

づき修正作業を行うプロセスを経て、一次パイロット地域は地方防災計画（案）の該当部分（ス

テップ 5 及び 6）を完成させた。 

10 月 24 日に、チアパス州（トゥクストラ・グティエレス市）がステップ 6 で選定したサビナル

川流域の洪水対策の優先事業のうち代表的なサイトの状況を確認するために、図 2.4 に示す箇所

の現地を視察した。ICIPLAM がチアパス州市民保護局、トゥクストラ・グティエレス市市民保護

局、CONAGUA 及び専門家チームを案内して視察した。現地視察の結果は以下のとおりであり、優先

事業の選定が適切であることが確認できた。 

 

 

 
 
 

図 2.4 トゥクストラ・グティエレス市内のサビナル川沿いの現地視察位置 
出典：プロジェクトチーム 
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Club Campestre 住宅地における住⺠が⾃費・⾃⼒
で建設した洪⽔を⼀時的に貯留するためのダム 

洪⽔時には氾濫した洪⽔を貯留して遊⽔機能を発
揮するサビナル川沿いの公園 

  

  
6 ⽉ 24 ⽇通り沿いの⽀川のフラッシュ洪⽔を貯留
するための調節池群の建設予定地 

サビナル川本川と⽀川の合流点（サビナル川本川よ
り⽀川の⽅が洪⽔被害が⼤きい。） 

 

10 月 27 日に、メキシコ市がステップ 6 で選定した地震対策の優先事業のうち代表的なサイトの

状況を確認するために現地を視察した。SGIRPC-CDMX が CNPC 及び専門家チームを案内して視察し

た。現地視察の結果は以下のとおりであり、優先事業の選定が適切である事が確認できた。 

  
2017 年 9 ⽉ 19 ⽇の地震で被災した Tlalpan 550 アパ
ート（330 世帯）の耐震⼯事現場。メキシコ市が 3 億
3 千万ペソ（27 億 7 千万円）の資⾦を拠出し 3 年間の
⼯期で施⼯中。アパートの棟と棟を連結する梁も施⼯
した。 

Tlalpan 550 アパート内部の施⼯現場。杭や壁を
増強して耐震性能を向上させる予定。 

  
2017 年 9 ⽉ 19 ⽇ の 地 震 で 被 災 し た Maestro 同⼩学校の教室内の耐震補強⼯事現場。柱と梁を



メキシコ国災害リスク管理ガバナンス能⼒強化プロジェクト 
業務完了報告書 
 

38 
 

Francisco César Morales ⼩学校の耐震⼯事現場。メ
キシコ市が 600 万ペソ（5 千万円）の資⾦を拠出し 6
ヵ⽉の⼯期で施⼯中。 

補強して耐震性能を向上させる予定。 

(2) 活動の課題と⼯夫 

節 2.3.1(2)で述べたとおり、メキシコ国には減災及び事前準備にかかる内容を含む地方防災計

画は存在せず、一次パイロット地域の計画策定にかかる知識・経験が十分ではない事が課題であ

った。 

このため、節 2.3.1(2)で述べたとおり、研修を含めた実践的なプロセスを経て、JICA 専門家の

支援を受けつつも一次パイロット地域が自力で無理なく計画を策定していけるように工夫した。

特に優先事業にかかる現地視察を実施し、現地にて優先事業の選定が適切である事が確認できる

ように工夫した。 

 

2.3.6. ⼀次パイロット地域（州・市）は、2-5 の結果をもとに、⼀次パイロット地域（州・市）
における最優先のリスク削減の対策事業（構造物）について予算、⼯程を精査し、事業
案を作成する（活動 2-6） 

(1) 活動内容 

2023 年 6 月に一次パイロット地域（メキシコ市、チアパス州）が防災対策事業の予算、工程に

かかる資料（ステップ 7）を【2-7】の研修（第 3 回）に先立ち収集・整理した。 

6 月に一次パイロット地域が【2-7】の研修（第 3 回）実施を通じて、収集した情報を整理した。

一次パイロット地域は同研修完了後も自力で作業を継続し地方防災計画の該当部分（ステップ7）

の計画（案）原稿を完成させた。その後、7 月に JICA 専門家が計画（案）原稿をレビュー・添削

し、一次パイロット地域が添削結果に基づき修正作業を行うプロセスを経て、一次パイロット地

域は地方防災計画（案）の該当部分（ステップ 7）を完成させた。 

(2) 活動の課題と⼯夫 

節 2.3.1(2)で述べたとおり、メキシコ国には減災及び事前準備にかかる内容を含む地方防災計

画は存在せず、一次パイロット地域の計画策定にかかる知識・経験が十分ではない事が課題であ

った。 

このため、節 2.3.1(2)で述べたとおり、研修を含めた実践的なプロセスを経て、JICA 専門家の

支援を受けつつも一次パイロット地域が自力で無理なく計画を策定していけるように工夫した。 
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2.3.7. 地⽅防災計画策定⼿法の詳細について研修（3 回⽬）を開催し、治安市⺠保護省、市⺠
保護総局、⼀次パイロット地域（州・市）は、2-4、2-5、2-6 の結果を⼀次パイロット
地域の地⽅防災計画案としてまとめる（活動 2-7） 

(1) 活動内容 

2023 年 5～6 月に地方防災計画策定研修（第 3 回）における講義に必要な JICA の 8 ステップ手

法にかかる講義資料及び演習に必要な教材等を作成した。 

2023 年 6 月 14～16 日に 8 ステップ手法に基づく地方防災計画策定手法にかかる研修（第 3 回）

を開催した。研修は AMEXCID 内の研修室で実施した。研修プログラム及び実施手法は表 2.14 に

示すとおりである。研修参加者は研修（第 2回）と同じである（表 2.13 参照）。 

表 2.14 研修プログラム（第 3 回）及び実施⼿法 

出典：プロジェクトチーム 
 

  

  

地⽅防災計画策定研修（第 3 回）実施状況(於 AMEXCID) 

 

第 3 回地⽅防災計画策定研修⽇程 
2023 年 6 ⽉ 14 ⽇ ステップ 5（減災施策群の⽴案）＜講義＋演習＋成果発表＞ 
2023 年 6 ⽉ 15 ⽇ ステップ 6（減災施策群の優先順位付け）＜講義＋演習＋成果発表＞ 
2023 年 6 ⽉ 16 ⽇ ステップ 7（資⾦確保の⽅策検討）＜講義＋演習＋成果発表＞ 
研修実施⼿法 
 講義：1 時間 
作成した教材に基づき JICA 専⾨家が各ステップの内容を解説する。 
 演習：4 時間 
⼀次パイロット地域が、事前に収集した資料及び講義に基づき、テンプレートを埋める形で実際に地⽅防災
計画（案）をステップ毎に作成する。 
 成果発表：1 時間 
⼀次パイロット地域が作成した地域防災計画（案）の概要をステップ毎に発表する。 
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研修の概要は以下のとおりである。 

 一次パイロット地域（メキシコシティ、チアパス州）、CENAPRED、CONAGUA、CNPC の研修生

14 名全員が一日も欠席することなく熱心かつ前向きに研修に参加した。 

 研修プログラムの講義、演習及び成果発表の時間配分はおおむね適切であった。 

 一次パイロット地域の研修参加者は、地方防災計画作成の演習に熱心に取り組み、演習の時

間内に計画（案）のワード原稿の大部分を完成させた。 

 演習に際して、CENAPRED と CONAGUA は、それぞれ一次パイロット地域（メキシコシティ（地

震）、チアパス州（洪水））が行った作業を積極的にサポートし、研修生としてのみならずテ

ィーチングアシスタントとしての役割も果たした。 

 CNPC は、研修全体を適切に管理・運営すると共に、一次パイロット地域による演習を効果

的に支援した。 

(2) 活動の課題と⼯夫 

節 2.3.1(2)で述べたとおり、メキシコ国には減災及び事前準備にかかる内容を含む地方防災計

画は存在せず、一次パイロット地域の計画策定にかかる知識・経験が十分ではない事が課題であ

った。 

このため、節 2.3.1(2)で述べたとおり、研修を含めた実践的なプロセスを経て、JICA 専門家の

支援を受けつつも一次パイロット地域が自力で無理なく計画を策定していけるように工夫した。

研修（第 2 回）の実施手法と時間配分はほぼ適切で無理が無かったため、研修（第 3 回）も同様

の手法で実施した。 

 

2.4. 成果 3 にかかる活動 

2.4.1. 地⽅防災計画策定の概要について研修（4 回⽬）を開催する（活動 3-1） 

(1) 活動内容 

地方防災計画策定にあたり、策定プロセスの最終段階に位置付けられる「実施・モニタリング・

評価案の作成（ステップ 8）」に関する研修を実施する。本研修では、地方防災計画を策定する市

が、計画の実施に必要なプロセスや体制、進捗状況のモニタリング方法、さらには計画改定の手

順など、実施段階における運用手法を理解し、それに基づいて実施および改定に向けた体制の検

討を行うことを目的とする。 

2023 年 10 月 23 日、チアパス州トゥクストラ・グティエレス市において、また同年 10 月 26 日

にはメキシコ市において、第 4 回地方防災計画策定研修（ステップ 8）を実施した。本研修は、地

方防災計画策定のための 8 ステップ手法に基づき、地方防災計画策定の最終段階にあたるステッ

プ 8 に関する内容を対象としたものであり、各市が策定した計画の実施およびモニタリング・評

価体制の構築に向けた検討を目的として実施された。 

研修は、チアパス州トゥクストラ・グティエレス市商工会議所会議室、メキシコ市防災局会議室
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で実施した。研修日程及び実施手法を表 2.15 に示す。 

表 2.15 研修プログラム（第 4 回）及び実施⼿法 

第 4 回地⽅防災計画策定研修⽇程 
2023 年 10 ⽉ 23 ⽇ チアパス州トゥクストラ・グティエレス市 

地⽅防災計画策定演習（ステップ 8）＜講義＋演習＋成果発表＞ 
2023 年 10 ⽉ 26 ⽇ メキシコ市 

地⽅防災計画策定演習（ステップ 8）＜講義＋演習＋成果発表＞ 
研修実施⼿法 
 講義：1 時間 
作成した教材に基づき JICA 専⾨家が各ステップの内容を解説する。 
 演習：4 時間 
⼀次パイロット地域が、これまでの研修で策定した地⽅防災計画案に基づき、計画の実施、モニタリング、
改定を検討し（ステップ 8）、改⾰に記載する。 
 成果発表：1 時間 
⼀次パイロット地域が作成した地域防災計画とモニタリング案について発表する。 

出典：プロジェクトチーム 

研修では、一次パイロット地域（チアパス州・メキシコ市）ともに、計画の実施、モニタリング、

改定について深く議論し、モニタリング評価案を作成するとともに、これまで作成した地方防災

計画案の最終章への記載を行い、原稿を完成した。 

 

  

地⽅防災計画策定研修（第 4 回）実施状況  
(於トゥクストゥラ・グティエレス市商⼯会議所) 

  

地⽅防災計画策定研修（第 4 回）実施状況(於メキシコ市防災局会議室) 

(2) 活動の課題と⼯夫 

地方防災計画は、本研修において策定されているが、計画策定後は計画に基づく事業の実施と、

その継続的な計画の更新が重要な課題となっている。 
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こうした課題に対応するため、各パイロット市において研修を開催し、市の防災関係機関の参加

を促進することで、計画内容の理解促進と周知の強化を図った。また、本研修では、これまで実

施してきた計画策定内容を振り返りながら、策定された対策事業が着実に実施されること、そし

て計画が継続的に活用される体制づくりの重要性を、研修の主催機関および参加者と共有した。 

 

2.4.2. 治安市⺠保護省、市⺠保護総局、⼀次パイロット地域（州・市）は、⼀次パイロット地
域の地⽅防災計画案について、実施におけるモニタリング評価案を作成する（活動 3-2） 

(1) 活動内容 

第 4 回地方防災計画策定研修において、一次パイロット地域（チアパス州・メキシコ市）ともに、

計画の実施、モニタリング、改定について議論を行い、モニタリング評価案を以下の内容で作成

した。地方防災計画の実施に係る進捗管理と評価を行うための枠組みを示し、計画の実行と持続

的な改善を目的としている。 

 地方防災計画実施モニタリングおよび評価案 

1) 関係組織による事業実施の調整 

地方防災計画に基づく各事業の実施にあたっては、所管する担当機関が調整主体となり、定期的

な会合等を通じて進行状況の確認、課題の把握、及び関係機関間の連携を図る。 

定期的な会議で明らかになった問題点や課題については、その原因を分析した上で、実行可能な

解決策や改善策を策定・共有する体制を整える。 

2) 事業進捗モニタリング 

災害リスク軽減のための各対策事業については、担当実施機関によりモニタリングを実施する。

計画策定の段階で作成された各優先対策事業について、事業ごとに定めたスケジュールに基づき、

定期的な進捗確認を行う。 

進捗上の課題や遅れが生じた場合には、その原因を特定し、具体的な対応策および改善策を速や

かに検討・実施する。 

3) 地方防災計画の評価 

この地方防災計画は、地方自治体（州・市）が主体となり定期的な評価を行う。関係機関と定期

的な会合を開き計画を評価する。本評価案において評価の組織と期間、会議の頻度を定めた。 

4) 地方防災計画の見直し・改訂 

地方自治体（州・市）は、必要に応じて地方防災計画の見直しを行う。モニタリング報告書に基

づく地方防災計画の評価結果に基づき、計画の見直しを行う。 

計画の見直しにあたっては、関係組織と見直しの頻度を決定した。計画のレビューと見直しは、

地方防災計画の評価結果を踏まえ、実施段階で発生した遅れや課題、その背景となる要因の分析

を行う。 
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(2) 活動の課題と⼯夫 

地方防災計画の実効性と持続性の確保について、計画策定後、市において策定された内容が具体

的な対策事業の実施へとつながることが重要である。また、地方防災計画は、自然条件の変化や

関連法規制の改正、対策事業の進捗状況、複数セクターとの連携状況の変化等に対応し、適宜更

新・改善されていく必要がある。 

こうした背景を踏まえ、事業実施のモニタリング案を検討する段階においては、事業の実施主体

および関係機関を明確化した上で、定期的な協議と進捗確認を行うための時期や頻度を明示した

標準的なフォームの作成を行った。 

さらに、計画策定後における継続的な取り組みとして、策定した地方防災計画を州や市の上位計

画へと反映させ、また地方議会への紹介や提案を行うためのロードマップについて、本研修内で

協議と検討の機会を設けた。この活動により、地方防災計画が単発的な取り組みに終わらず、地

域において持続的に活用・発展していくための基盤整備を図った。 

 

2.5. 成果 4 にかかる活動 

2.5.1. ⼀次パイロット地域⾃治体（州・市）の⽀援を受けながら、⼆次パイロット地域を選定
する（活動 4-1） 

(1) 活動内容 

CNPC とプロジェクトチームは、災害リスク、政策においての防災の重視度合、過去の JICA の課

題別研修研修への参加、本プロジェクトへの関心などから総合的な検討を行い、ベラクルス州と

ゲレーロ州を二次パイロット地域として推薦し、2023 年 6 月 20 日に開催された第 2 回 JCC 会議

において提案され合意した。 

二次パイロット市の選定について、ゲレーロ州とベラクルス州が選定された後、2023 年 10 月に

活動を実施する州内の対象市の選定に係る調整を行った。ゲレーロ州から 2 市が選定され、ベラ

クルス州からは対象候補の 4 市が提示された。CNPC は、ベラクルス州担当者を含めた協議のうえ

で 2 市が選定された。パイロット市は表 2.16 に示す。 

表 2.16 ⼆次パイロット地域対象パイロット市 

対象州 対象パイロット市 
Guerrero 
ゲレーロ州 

Zihuatanejo de Azueta 
シワテネホ・デ・アスエタ市 

Acapulco de Juárez 
アカプルコ・デ・フアレス市 

Veracruz 
ベラクルス州 

Minatitlán 
ミナティトゥラン市 

Las Choapas 
ラス・チョアパス市 

出典：プロジェクトチーム 

(2) 活動の課題と⼯夫 

二次パイロット州・市の選定にあたっては、メキシコ国土の広大さや地理的条件の多様性から、
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選定に時間を要することが懸念された。しかしながら、選定プロセスにおいて特段の問題や課題

は生じず、円滑に候補地域が決定された。 

パイロット州の選定に関する協議は、CNPC が主体となり、一次パイロット地域における地方防

災計画策定研修の開始直後から早期に検討が進められた。その結果、適切なタイミングでパイロ

ット州の決定がなされ、第 2 回 JCC 会議において承認を得ることができた。この迅速な対応によ

り、事業計画に遅れが生じることなく、関連する活動を予定通りに実施することができた。 

このような判断と対応は、翌年から開始される二次パイロット地域での地方防災計画策定にお

ける円滑な実施を見据えたものであり、計画推進の好事例として、今後の類似事業における重要

な教訓となるものである。 

2.5.2. 地⽅防災計画策定⼿法の詳細について研修（5 回⽬）を開催する（活動 4-2） 

(1) 活動内容 

メキシコ側が主体となり、地方自治体（州・市）向け地方防災計画策定の全国展開を視野に入れ

て、地方防災計画策定研修が実施された。 

2024 年 2 月 8 日および 2月 15 日には、同年 3 月に予定されている二次パイロット地域向け地方

防災計画策定研修に先立ち、CNPC 主導によるオンライン研修が開催された。 

2 月 8 日の研修では、プロジェクト全体の概要をはじめ、地方防災計画策定の目的と内容、なら

びに「8 ステップ手法」に基づく計画策定の進め方に関する講義が行われた。さらに、研修開始前

の準備段階に位置づけられるステップ 0「市のプロファイル作成」に関する要綱の説明も行われ、

講師はすべて CNPC が担当した。 

続いて、2 月 15 日には、JICA シニアアドバイザー・西川智氏による基調講演「日本における防

災の経験に基づく防災対策の推進」が実施され、日本の知見と経験を活かした防災対策の重要性

について紹介がなされた。これらのオンライン研修は、3 月に実施される本格的な対面研修に向

けた意識醸成および準備活動として、重要な役割を果たした。 

2024 年 3 月 11 日から 13 日にかけて、二次パイロット地域向けの地方防災計画策定研修が開催

された。本研修では、地方防災計画の策定手法を二次パイロット地域の市に対して実践的に導入

するとともに、計画策定に向けた演習も併せて実施された。初日の 3 月 11 日に、一次パイロット

地域であるチアパス州およびメキシコ市が講師として登壇し、それぞれの地方防災計画策定に関

する経験を共有した。これにより、二次パイロット地域における計画策定活動への理解が促進さ

れた。 

さらに、過去の JICA 実施の災害リスク削減分野の課題別研修および、第 2 回本邦研修「地方防

災計画を通じた災害リスク削減への投資促進」の参加者が、それぞれのアクションプランを発表

し、これまでの学びと成果を共有した。 

また、2 月 8日のオンライン研修にて説明された「市のプロファイル作成」については、対象と

なる二次パイロット市が作成した内容を発表し、研修本編の開始に向けた準備が整ったことが確

認された。本研修は、計画策定の導入段階として、知見の共有と準備の確認を通じて、効果的な

スタートを切るための重要な機会となった。 
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⼆次パイロット地域向け地⽅防災計画策定研修実施の様⼦ (於 AMEXCID) 

(2) 活動の課題と⼯夫 

活動の課題として、二次パイロット地域向けの地方防災計画策定研修は、災害リスク削減に関す

る地方防災計画の経験が豊富ではない、あるいは未経験の州・市職員を対象としており、かつメ

キシコ側が初めて主体となって実施するものであった。そのため、一次パイロット地域で実施さ

れた研修や計画策定と比較して、研修の実施日程や計画策定スケジュールに遅れが生じ、全体の

計画策定進捗に影響を及ぼすことが懸念された。 

CNPC は、一次パイロット地域での研修実施の経験を活かし、二次パイロット地域向け研修の計

画を見直した。当初予定していた研修開始時期を前倒しし、2024 年 2 月から研修を開始する計画

とした。また、前年の段階から二次パイロット州・市の選定を進め、研修と計画策定に必要な期

間を戦略的に確保した。 

これらの工夫により、二次パイロット地域においても、研修の実施および計画の策定をプロジェ

クト期間内に遅延なく進めることが可能となった。 

 

2.5.3. 治安市⺠保護省、市⺠保護総局は、⼀次パイロット地域と技術⽀援チームまたは講師⼈
材を決定する（活動 4-3） 

(1) 活動内容 

2024 年 3 月 15 日に CNPC と会議を行い、CNPC が策定したステップ 0-8 に係る二次パイロット地

域への地方防災計画策定研修の計画案に基づき、二次パイロット市へ研修のための技術支援チー

ム・講師人材のリストの確認を行い、決定した。講師人材は、CP である CNPC・DGPC のセクター調

整課(DCS)と普及・コミュニケーション課（DDC）が中核となり、技術機関である CENAPRED や CONAGUA、

一次パイロット地域に各研修の支援をしてもらうこととした。その後、各ステップの研修内容を

検討する中で、メキシコの具体例を取り入れることや、メキシコの背景等に合った内容とするこ

ととし、決定した講師人材の他にも、新たな技術支援機関として SEDATU を講師として研修に招待

した。 

(2) 活動の課題と⼯夫 

本プロジェクトは、多くの機関が関わっていることから、二次パイロット市の研修の実施体制を



メキシコ国災害リスク管理ガバナンス能⼒強化プロジェクト 
業務完了報告書 
 

46 
 

検討する上で、どこの機関がどの講義の担当をするか等の調整が必要であった。円滑で、確実な

研修実施を実施するために、研修実施の主体者・調整役は CNPC とすることとした。技術機関であ

る CENAPRED や CONAGUA には、ハザード情報、地震、洪水に関する各ステップに関連する講義を依

頼した。また、一次パイロット地域には、彼らが策定した防災計画の内容例の紹介を行ってもら

うこととした。加えて、講師人材については、当初決定した固定の人材ではなく、フレキシブル

な形としてオープンに考え、各研修の内容に基づいて、適切な機関から、グッドプラクティスや

防災事業内容の紹介をすることを重要視した。 

 

2.5.4. 治安市⺠保護省、市⺠保護総局は、⼀次パイロット地域（州・市）の関係機関や⾃治体
と調整し、地⽅防災計画策定研修プログラム案を⽴案する（活動 4-4） 

(1) 活動内容 

本活動は、当初のプロジェクトデザインでは、ステップ１か

らステップ 8 の全ての地方防災計画策定研修プログラム案を

作成してから、二次パイロット市への研修実施を予定してい

たが、二次パイロット市への研修実施（活動 4-6）を２ステッ

プずつ行いながら、同時並行で進めることとした。策定する

研修プログラム教材は、メキシコの背景、既存の研修システ

ムおよび教材等メキシコのリソースを活用したものを作成し

たいとの CNPC の意向から、一次パイロット地域に使用した、

各ステップの教材内容や防災計画策定のフォーマットを、メキシコに合った形で CNPC と作成する

こととした。例えば、ステップ 1のハザード情報の理解の部分では、CENAPRED が所管している全

国の災害情報、履歴、また人口や家屋数が集約されている全国リスクアトラスの活用方法につい

て紹介、災害履歴の整理では、メキシコ政府が発した緊急事態宣言の時系列整理を行う内容とし

た。 

各ステップの研修実施後は、研修実施した結果を基に改善しつつ、全国展開用に更に分かりやす

い内容とするようにし、地震や洪水に特化した内容を強化するスライドを追加で作成した。全国

普及のための研修教材として、パワーポイントによる教材と講師用マニュアルを作成した。教材

の作成、修正については、講師を担当した CNCP と CENAPRED で作業分担した。 

あわせて、PM から、動画形式の研修教材も有用であるとの意見があり、録画していた二次パイ

ロット地域向け研修内容を編集し、研修用動画として作成することとした。完成した動画は、今

後 CNPC が運営する防災啓発ウェブサイト「Preparados」（www.preparados.gob.mx）にアップロー

ドし、希望者がオンラインで視聴できる体制とすることを想定した。 

(2) 活動の課題と⼯夫 

当初のプロジェクトデザインでは、ステップ１からステップ 8 の全ての地方防災計画策定研修

プログラム案を事前に作成することを想定していた。しかしながら、CNPC と協議を重ねながら作

成を進める必要があったため、時間が要する上に、専門家の渡航日数にも限りがあり、スケジュ

ールの面で制約が生じた。 

CNPC との研修内容作成協議の様⼦ 
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そのため、CNCP と研修実施について二次パイロット地域への研修の実施を検討するにあたり、

短期間で二次パイロット地域の研修の実施を行うのではなく、計 4 回、約 1 年かけて実施する計

画とした。これにより、専門家が渡航していない期間にも、遠隔で時間をかけて研修教材作成を

進めることが可能になり、また二次パイロット地域も、各ステップの研修後、防災計画の内容を

各市役所内部で詰めるための時間を確保することができた。研修教材の内容も、研修実施を通し、

地方自治体（州・市）の職員の理解度を確認し、理解度レベルに合った教材に改善する必要性も

見つかったため、より良い研修教材作成にも功を奏した。 

 

2.5.1. 治安市⺠保護省、市⺠保護総局は、⼀次パイロット地域（州・市）の関係機関等と、地
⽅防災計画策定⼿法研修実施計画を作成する（活動 4-5） 

(1) 活動内容 

2024 年 3 月から、PM も交えて、研修プログラムの活用場

所・普及のあり方について、意見交換を行ってきた。結果と

して、2028 年までの全国普及のための筋道を記載した研修実

施計画は、図 2.5 のようにまとまり、2025 年 3 月に最終化

した研修教材は、今後 CNPC が実施する対面研修において活

用する予定である。研修においては、地方防災計画の作成主

体や内容を明確にしつつ、CNPC 内での実施主体は CP が所属

している DGPC の DCS、DDC が担うこととした。プロジェクト

の技術支援機関である CENAPRED の協力も得ながら、2028 年までに 3 州もしくは 3 市における地

方防災計での策定を目指す。 

加えて、8 ステップを基にした地方防災計画のフォーマットや研修教材を反映させた、これまで

の研修動画についても、CNPC が運営する防災啓発ウェブサイト「Preparados」に格納し、対面研

修の対象とならない州や市も閲覧できる体制を整えることが計画された。また、CNPC の研修カタ

ログの 1つのプログラムとして、8ステップのイントロダクション講義を開設することを目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 2.5 研修実施計画 概要図 

CNPC との研修実施計画についての 
協議の様⼦ 

出典：プロジェクトチーム 
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(2) 活動の課題と⼯夫 

CNPC の対面研修を中心に、地方防災計画の普及・展開について検討を行ったが、各年度に CNPC

が研修を実施する場合でも、防災計画の内容のブラッシュアップに係るフォローアップを考慮す

ると、年間で研修が可能な市の数は 3~４市に限られると考えられた。また、二次パイロット市に

対する研修を通じで、たとえ州が研修対象市を選定したとしても、実際に市職員に防災計画策定

に対する強い意欲がなければ、研修から途中離脱する可能性もあることが確認された。このこと

から、防災計画策定へのモチベーションが高い市を選定する重要性が再確認された。さらに、研

修実施計画の内容を CNPC とともに協議して進めてきたが、2024 年 5 月以降、国内広域での自然

災害発生による対応にて現場に派遣されることが増え、計画の内容について協同で検討し、進め

ることが難しくなったことが課題であった。 

これらの状況から、プロジェクトで作成した研修教材は、CNPC の対面研修のみの閉鎖的なもの

とはせず、全国展開に向けて、興味のある様々な州や市が、簡単にでも防災計画の策定の手法や

内容について知ることができるよう、オンラインでアクセス可能な環境を整えることを重視した。

CNPC の研修カタログの 1 つの研修として、8 ステップのイントロダクションの講義を開設するこ

とにより、CNPC の対面研修受講を行う予定の州や市、もしくは、防災計画の策定を行いたいと希

望する州・市が、防災計画の策定の目的、内容を理解し、対面研修の受講の判断にも活用するこ

とや、防災計画の作成を独自にも始めるきっかけを作ることとした。 

研修実施計画の策定のプロセスにおいては、対面やオンラインの協議に加え、文書化し、ドキュ

メントとして共有する形で意見交換を行った。これにより、CP が自身の時間があるタイミングで

内容を検討できるようになり、効率的な作成が可能となった。様々な意見やアイディアを共有で

きる環境を整え、お互いの認識のずれをなく活動を進める工夫を行った。 

 

2.5.2. 治安市⺠保護省、市⺠保護総局は、⼀次パイロット地域（州・市）の関係機関等と、地
⽅防災計画策定⼿法及び研修紹介を⽬的とした全国フォーラムを開催する（活動 4-6） 

(1) 活動内容 

2024 年 3 月に CNPC PM との協議にて、CNPC が毎年開催

している全国 32 州の市民防災局長が集う全国市民保護

フォーラムを 2024 年 10 月に開催し、開催に合わせて地

方防災計画策定の普及活動を実施することが提案され

た。その後、雨季前の 2024 年 5 月にバハ・カリフォルニ

ア州で同フォーラムが開催されることとなり、PM による

プレゼンの際に、本プロジェクトにおいて一次パイロッ

ト市が地方防災計画を策定したことや、今後全国展開を

目指し、研修プログラムを作成していくことが説明され

た。 

2025 年 5 月には、ユカタン州メリダにおいて、CNPC 主催の雨季および熱帯低気圧シーズンの開

始にあわせた全国市民保護フォーラムが 3 日間にわたり開催され、全国の州市民保護局、自治体

2024 年全国市⺠保護フォーラムにて発表
する PM 
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（州・市）、防災関係機関から多くの参加者が集まった。CNPC の市民保護局（DGPC）は、地方防災

計画に関するセッションを設け、5月 9 日午前中に実施した。 

このセッションでは、地方防災計画および関連プロジェクトの概要、一次・二次パイロット地域

での成果、さらには上位計画への反映状況などが紹介され、各州からの参加者との活発な意見交

換や質疑応答が行われた。また、会場ではポスターの掲示や資料の配布を通じて、地方防災計画

策定 8 ステップ手法とプロジェクト活動説明資料を広く周知し、普及活動も展開された。 

フォーラムでの地方防災計画のセッションには、22 州から約 120 名が参加し、地方防災計画の

策定およびその全国展開に向けた普及の重要な一歩となった。 

  

全国市⺠保護フォーラムでの地⽅防災計画に係るセッションの実施状況（ユカタン州メリダ市） 

(2) 活動の課題と⼯夫 

全国フォーラムの開催時期について、2024 年 11 月より CNPC への打診を行ってきたが、頻発す

る自然災害対応等のため、CNPC 側で検討することが難しい状況が続いていた。そのため、CNPC に

は、プロジェクト独自で開催する場合と、CNPC が実施している全国市民保護フォーラムと合同で

実施する場合の検討を行い、提案を行った。プロジェクト独自で開催する場合は、CP の負担低減

やメキシコ全国の州・市が参加しやすいようハイブリッドで実施することを提案した。 

また、全国市民保護フォーラムでの発表の機会は、全国への普及展開を目的として行うが、加え

て、プロジェクトの一次パイロット地域、二次パイロット地域が策定した防災計画の成果紹介の

場とし、彼らの防災計画の策定に対する努力への認知、称賛も兼ねつつ、今後の防災計画の内容

実施に向けた動機づけを高める機会とすることを目指した。 

 

2.5.3. 治安市⺠保護省、市⺠保護総局は、⼀次パイロット地域（州・市）の関係機関等と、⼆
次パイロット地域への研修を実施する（活動 4-7） 

(1) 活動内容 

二次パイロット地域への研修は表 2.17 のスケジュールで、4 回に分けて研修を実施した。共通

した防災計画策定研修の流れとして、１日１ステップの講義とし、ステップの内容に関する講義

は、CNPC が実施し、技術支援機関と一次パイロット地域による事例紹介を行った。講義後は、一

次パイロット地域の助言を受けながら、各市ステップの記載を進めた。研修後、各二次パイロッ

ト地域は、該当ステップの記載を締め切りまでに CNPC に提出する流れで実施した。その後、CNPC

と専門家はコメントを行い、各二次パイロット地域は、コメントを基に修正をした原稿を返送し
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た。次の研修初日は、返送された原稿の修正時間とし、各ステップの最終化を目指した。研修で

は、各ステップに関連した防災のテーマについて、一次パイロット地域のみならず、二次パイロ

ット地域も各市の事情や例を基に、フリーディスカッションできる時間も設け、ハザード情報や

防災施策への理解を深める機会となった。以下に、各研修の要点をまとめる。 

表 2.17  ⼆次パイロット地域への研修スケジュール 

 

 

 

出典：プロジェクトチーム 

第 1 回研修（ステップ０、1、2）の講義では、メキシコのリソースに合わせて実施することを目

的として、ステップ 1では、全国リスクアトラスの活用方法、ステップ 2 では、iGOPP、災害リス

クとリスク管理指標(IGR）の活用について紹介された。また、研修後は、第 2 回地方防災計画策

定研修に不参加だったゲレーロ州アカプルコ市に対する補講が CNPC 主体によりオンラインで実

施された。 

第 2 回研修（ステップ 3、4）の講義では、イントロダクションとして、防災に関わる機関とそ

の役割に関するエクササイズを取り入れ、メキシコの防災施策の仕組み、メキシコ連邦レベルに

おける災害リスク削減に貢献した事業実施例の紹介を技術支援機関が実施した。第 3 回研修から

新たに SEDATU からの協力を得ることとなり、今後研修において土地利用に関する視点を取り入れ

ることとなった。 

第 3 回研修（ステップ 5、6）では、ステップ 1-4 の理解不足により、二次パイロット地域の防

災計画の内容が混乱している事態を受けて、復習の時間を設けることとした。防災計画の修正を

行う時間では、ファシリテーターとして、CNPC の CP から各市の担当者を定め、支援する体制とし

た。講義では、CONAGUA より治水事業の実施状況、CNPC よりメキシコにおける地震対策の例、SEDATU

より土地利用に災害リスクを配慮するよう定められた公式基準 NOM006 の説明が行われた。演習で

は、防災施策のブレインストーミングを行いやすいよう、大きな模造紙へ付箋で書き込んでいく

形にした。 

第 4 回研修（ステップ 7、8）では、各州・市が活用できる連邦レベルの防災予算として、CNPC

が事務局となっている防災基金の紹介を行い、その仕組みや申請方法等について共有した。また、

最終回の防災計画策定研修であったため、研修を通して得た、防災計画策定の利点とは何かにつ

いて参加者同士で発表しあった。第 4 回研修をもって、全ての二次パイロット地域への地方防災

計画策定研修は完了となり、2025 年 4 月中に、二次パイロット地域はステップ 7、8 の作成とそ

の他の部分の修正作業を行い、その後、C/P と JICA 専門家がレビューを行った。これらの作業を

経て、5 月に、二次パイロット地域の地方防災計画（案）が策定された。 

 開催時期 8 ステップ研修内容 
1 2024 年 3 ⽉ 11 ⽇-13 ⽇ ステップ 0、1、2 
2 2024 年 5 ⽉ 13 ⽇-15 ⽇ ステップ 3、4 
3 2024 年 11 ⽉ 19 ⽇-21 ⽇ ステップ 5、6 
4 2025 年 3 ⽉ 24 ⽇-26 ⽇ ステップ 7、8 
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第 1 回研修（2024 年 3 ⽉） 第 2 回研修（2024 年 5 ⽉） 

  

第 3 回研修（2024 年 11 ⽉） 第 4 回研修（2025 年 3 ⽉） 
⼆次パイロット地域地⽅防災計画策定研修実施状況(於 AMEXCID) 

(2) 活動の課題と⼯夫 

CNPC の主導で、二次パイロット地域の研修を進めていったが、一次パイロット地域と比べて、

二次パイロット地域の市職員の理解がスムーズではなく、提出された防災計画の内容にも不足が

伺えた。加えて、2023 年 10 月に発生したハリケーン・オーティスは、二次パイロット地域である

ゲレーロ州アカプルコ市で大きな被害をもたらす等、研修期間中に発生した災害対応と復興支援

のため、研修へ参加することが難しくなることもあった。 

これらの状況を受け、CNPC から各市の担当者を定め、ファシリテーターとして支援する体制を

取ることとした。各回の研修初日には、前回研修の復習と各市が記載した防災計画の内容を CNPC

と共にマンツーマンで、修正する作業時間を設け、不足部分を

補うようにしにした。このマンツーマンセッションを行うた

め、CNPC の 8 ステップの理解と、講師としての能力向上を目指

し、事前に専門家と CNPC で、提出された各市の防災計画策定の

レビューを共に行い、どのような点を直さなければならないの

かについて、各ステップの目的を再度明確にした。各市が作成

した防災計画の内容へコメントを行う作業は、CNPC に率先して

行ってもらうようにし、専門家による補足コメントを入れる形

にした。 

また、二次パイロット地域の研修参加が叶わなかった場合は、CNPC によるオンライン補講の実

施や、参加した州職員が研修後、市をフォローアップする体制を取る等、CNPC と州のリードによ

り、全ての市が 8 ステップを最後まで書きあげられるよう、支援体制を取った。 

CNPC と⼆次パイロット市職員によ
る防災計画修正作業の様⼦ 
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3. プロジェクト実施運営上の課題・⼯夫・教訓 
3.1. 地⽅防災計画策定研修実施における⾃治体の継続的な参加と計画策定の促進 

(1) 課題 

地方防災計画策定研修の実施にあたっては、参加するパイロット地域の自治体（市）の研修への

継続的な参加が困難となったことや、計画策定のプロセスにおいて進捗の遅延が生じる事例が確

認された。特に、二次パイロット地域の一部市においてこの傾向が顕著であった。 

その主な要因として、市の市民保護局（防災担当部局）の人的リソースの不足が考えられる。例

えば、以下のような状況が背景にある： 

 対象地域において自然災害の発生頻度が高く、かつ被害が激甚化していること 

 頻発する災害対応に多くの時間と労力が割かれ、通常業務や計画策定へのリソースが確保

しにくいこと 

 防災担当部署における人員不足により、災害リスク削減に係る業務の経験を有した専門人

材の確保が難しくなっていること 

これらの課題は、本プロジェクトの研修実施に限らず、今後のメキシコ国内における地方防災計

画の普及と実施にも影響を与えると考えられる。 

(2) ⼯夫と教訓 

このような状況を踏まえ、プロジェクトでは地方防災計画策定の遅れや市の参加継続の困難さ

に対応するための対策を講じた。 

まず、地方防災計画策定においては、州の防災部局が研修に参加し、市の計画策定作業を支援・

フォローアップする体制を構築した。また、災害対応などの理由で市の担当者が研修に参加でき

ない場合でも、研修内容の共有や後日の個別サポートを可能とする仕組みを整備した。これらの

点について、州と合意を得たうえで実施した。 

メキシコの特徴的な、行政の連絡プロトコルとして、市への情報伝達は、連邦政府から州政府を

経由して行われる制度となっているため、州と市の円滑な連携が重要である。そのため、本プロ

ジェクトでの活動では、州・市の合同参加を促し、相互の協力関係を深め、地方防災計画策定が

円滑に進められよう努めた。 

今後同様の課題が想定される他地域においても、州政府の積極的な関与が成功の鍵となること

が重要であると考えられる。この経験は、今後メキシコ国内における地方防災計画の策定および

対策事業の実施を推進するうえで、広く適用が可能である。 
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3.2. メキシコの市の市⺠保護局に適した地⽅防災計画策定研修の実施 

(1) 課題 

一次パイロット地域における地方防災計画策定研修および計画策定作業は、2023 年 3 月に開始

され、同年 11 月までに 3 回の研修を実施し、8 ヶ月程の時間をかけて、2023 年 12 月に計画のド

ラフトを完成させた。一次パイロット地域の州および市の研修参加者には、事前に JICA 課題別研

修「中南米総合防災」において地方防災計画策定演習の受講経験を有する者も含まれていたため、

研修内容や計画策定手法に関する情報共有が円滑に行われ、計画策定がスムーズに進行したと考

えられる。 

その後、翌年 2024 年 3 月からは、メキシコ側が主体となって二次パイロット地域向けの地方防

災計画策定研修が開始された。研修は、一次パイロット地域での経験を踏まえ、より余裕を持た

せたスケジュールで進められ、2025 年 3 月に研修を完了、1 年 2 ヶ月程の時間をかけて、同年 5

月に計画案が策定された。 

二次パイロット地域の研修では、3.1「地方防災計画策定研修実施における自治体の継続的な参

加と計画策定の促進」に記載のとおり、災害緊急対応や人的リソースの不足といった要因により、

一部市において計画策定の進捗に遅れが見られたことに加えて、研修内容の説明だけでは、理解

が困難であった様子も伺え、地方防災計画策定にあたっては、遠隔と対面による複数回の修正作

業を行った。 

一方で、二次パイロット地域向けの地方防災計画策定研修の参加者の多くは、市の消防署を指揮

する消防に特化した職員が選定されており、災害リスク削減の地方防災計画に係る経験を有さな

い、もしくは少ない市職員が対象となった。 

(2) ⼯夫と教訓 

上記の状況から、二次パイロット地域向け地方防災計画策定研修の実施に向けて、一次パイロッ

ト地域の地方防災計画策定研修に参加した担当者に対し、二次パイロット地域向け計画策定研修

への参加と、指導とコメント、経験の共有を依頼し、積極的に参画してもらうようにした。一次

パイロット州および市の参加者は、二次パイロット地域の演習グループに加わり、各ステップに

おいて技術的な支援や知見の共有を行うなど、具体的かつ効果的なサポートを提供した。この取

り組みにより、二次パイロット地域の参加者は、先行事例に学びながら計画策定を進めることが

可能となった。 

本プロジェクトは、地方防災計画策定の普及および事業実施の推進を上位目標としていること

から、今後の展開においても、計画策定を行った自治体（州・市）による知見と経験の継承が極

めて有効であることが確認された。 

また、二次パイロット地域での研修を通し、メキシコの小規模な市においての市民保護局（防災

担当部局）は、防災の知識や経験が豊富ではない担当者が配置されていることが想像された。そ

れらの状況を踏まえた適切な研修の在り方を含め、メキシコ側が初めて防災計画策定について主

体となって実施するものであったため、研修実施と計画策定に係る今後の展開に向けた貴重な知

見を得る機会となった。 
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3.3. 多数のステークホルダーを巻き込んだプロジェクト実施体制 

(1) 課題 

本プロジェクトには、多数の技術機関やパイロット州・市が関与しており、JCC 議事録の署名者

も多岐にわたった。特に CNPC、AMEXCID、CONAGUA、CENAPRED など、関係機関の署名者はいずれも

局長レベルであった。さらに、JCC 議事録の署名者としてパイロット州も含めることとなった背景

には、パイロット州が市と共に防災計画策定を進める上で州とのコミットメントを示すこと必要

であるとの認識であった。その結果、JCC 議事録には最終的に 9 機関の署名が必要となった。 

しかし、遠隔に位置するパイロット州が毎回 JCC のために首都に赴くことには限度があり、署名

の取り付けは郵送で進めることとなった。その過程では、署名者が入院したことで手続きが一時

中断されるなどの想定外の事態もあり、署名の完了には最終的に約 5か月を要することとなった。 

(2) ⼯夫と教訓 

JCC 開催に先立ち、各関係機関に署名案を送り、内容確認を依頼する形とした。また、メキシコ

国内の地理的制約から、JCC 会議にすべてのパイロット州・市が参加することが困難であったた

め、オンラインと対面を組み合わせたハイブリッド型として実施することとした。 

本プロジェクトにおいては、JCC 議事録を含む公式文書への署名に関し、関係機関の局長格が署

名者となっていた。その結果、プロジェクトに関与する全機関が署名者となり、調整や手続きに

多くの時間を要することとなった。今後メキシコのプロジェクトを実施するにあたっては、JCC 議

事録の署名者については、関係機関すべてが必ずしも署名者とならずともよいよう、JICA、AMEXCID、

CNPC などの代表機関のみを署名者とする最低限の体制について、事前に合意形成を図ることが望

まれる。 
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4. プロジェクト⽬標の達成度 
4.1. 各成果における達成度 

4.1.1. 成果 1 における達成度 

成果 1 は、一次パイロット地域において、地方防災計画策定にむけた目標・手法・計画が整理さ

れ、実施体制が整えられることを目的とした活動を実施した。 

第 1 回地方防災計画策定研修において、地方防災計画策定の 8 ステップ手法の概要を共有し、事

前防災投資の重要性について関係者間で共通認識を深めることを目的として実施された。 

メキシコにおける地方防災計画策定の現状と、防災政策・ガバナンスに係るメキシコの州別の分

析を通じ、地方防災計画策定における課題と、一次パイロット地域（州・市）が取り組む計画策

定に向けた活動を検討した。これらの活動を通じ、CNPC が主体となり、一次パイロット地域のた

めの地方防災計画策定に係る工程を策定し、実施体制、計画策定の主体、ならびに技術的支援を

担う機関を明確化した。計画の策定は、約 1 年の期間をかけ、計画策定研修と計画案の最終化を

行う工程とした。 

また、一次パイロット市における計画策定後の計画承認と実施に向けたアクションについて、重

要工程をロードマップとして記載した。地方防災計画の策定後、その内容を市・州の上位計画に

組み込む承認プロセスを推進することは、計画の普及および持続性の確保において重要であり、

計画に基づく防災事業の優先的な実施や予算措置の推進は、市にとってのインセンティブとなり、

策定活動の促進につながるものと考えられる。表 4.1 に、成果１の指標に基づいた達成状況と課

題をまとめる。 

表 4.1 成果 1 指標の達成状況 

成果 指標 達成状況 課題 
1. ⼀次パイロット地域に
おいて、地⽅防災計画策
定にむけた⽬標・⼿法・計
画等が整理され実施体制
が整えられる。 

 1-1. 関係組織の役割を
明確にした地⽅防災計
画の策定、承認、実施の
ためのロードマップも
しくはアクションプラ
ン。 

 1-1. 地⽅防災計画の策
定、承認、実施のための
ロードマップを含むア
クションプランが作成
された。（100％）。 

 地⽅防災計画の上位計
画への記載、議会での承
認については、各⼀次パ
イロット市においてプ
ロジェクト終了後もフ
ォローアップを継続す
る。 

出典：プロジェクトチーム 

4.1.2. 成果 2 における達成度 

一次パイロット地域（メキシコ市及びチアパス州）が地方防災計画策定研修及びその後の JICA

専門家による原稿の添削を通じて地震（メキシコ市）及び洪水（チアパス州）にかかる具体的な

リスク削減対策を含む地方防災計画（案）を自力で完成させた。 

今後は、一次パイロット地域が計画策定にとどまらず、計画（案）で提案した具体的なリスク削

減対策を着実に事業として実施していく裏付けとなるモニタリングを含む体制整備と予算措置が

必要となる。 

メキシコ国においては、発災後の緊急対応にかかるアクションプラン的な計画は存在するもの

の、減災及び事前準備にかかる内容を含む地方防災計画は存在しなかった。本研修は一次パイロ

ット地域による計画（案）の策定のみならず、今後の CNPC による市向けの地方防災計画策定研修
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のベースとして活用できるものとなった。表 4.2 に、成果 2 の指標に基づいた達成状況と課題を

まとめる。 

表 4.2  成果 2 指標の達成状況 

成果 指標 達成状況 課題 
2. ⼀次パイロット地域に
おいて、対象災害別のリ
スク削減の対策事業案計
画（案）を含んだ地⽅防災
計画（案）が策定される。 

 2-1. ⼀次パイロット地
域によって策定された、
具体的なリスク削減対
策を含む地⽅防災計画。 

 2-1. ⼀次パイロット地
域により具体的なリス
ク削減対策を含む地⽅
防災計画が策定された
（100％）。 

 ⼀次パイロット地域が
地⽅防災計画の策定を
通じて提案した具体的
なリスク削減対策を着
実に事業として実施し
ていくためのモニタリ
ングを含む体制整備と
予算措置が必要である。 

出典：プロジェクトチーム 

4.1.3. 成果 3 における達成度 

成果 3 は、地方防災計画策定プロセスの最終段階に位置付けられる「実施・モニタリング・評価

案の作成（ステップ 8）」に関する研修を実施し、地方防災計画を策定する市が、計画の実施に必

要なプロセスや体制、進捗状況のモニタリング方法、計画改定の手順など、実施段階における運

用手法を理解し、それに基づいて実施および改定に向けた体制の検討を行うものである。 

研修では、一次パイロット地域（チアパス州・メキシコ市）ともに、計画の実施、モニタリング、

改定について深く議論し、モニタリング評価案を作成するとともに、これまで作成した地方防災

計画案の最終章に記載し原稿を完成した。表 4.3 に、成果３の指標に基づいた達成状況と課題を

まとめる。 

表 4.3  成果 3 指標の達成状況 

成果 指標 達成状況 課題 
3. 地⽅防災計画実施モニ
タリング評価案が作成さ
れる。 

 3-1. 地⽅防災計画実施
について評価するため
のモニタリングシート。 

 3-1. 地⽅防災計画（ス
テップ 8）においてモニ
タリング⽅針がまとめ
られ、モニタリング評価
案 が 作 成 さ れ た
（100％）。 

 計画策定後、地⽅防災計
画の承認と上位計画へ
の記載、議会への推進を
通じ、関係機関とのモニ
タリング評価の実施の
定着化を図ることが必
要である。 

出典：プロジェクトチーム 

4.1.4. 成果 4 における達成度 

CNPC と共に、二次パイロット地域への研修計画として、1 年間に渡り計 4 回の研修実施スケジュ

ールを組んだ後、各研修の準備をする中で、研修教材を作成した。研修プログラムの内容は、一

次パイロット地域での研修で専門家が作成したものをベースとしたが、メキシコの法令、防災体

制、防災施策事例、背景、一次パイロット地域が作成した地方防災計画の例を更に取り込んだ形

とすべく、作成した。研修実施後は、二次パイロット地域における防災計画策定の進捗状況や課

題を踏まえ、研修教材の内容や防災計画策定のためのフォーマットを見直し、より分かりやすく

実用的なものとなるように改良を加えた。 

作成した研修教材を活用し、防災計画策定の全国展開に向け、2025-2028 年における研修実施計
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画を CNPC と共に作成した。研修実施の主体は CNPC とし、目標として、2028 年までに 3 州もしく

は 3 市での策定を目指すものとした。二次パイロット地域での研修経験を踏まえ、州との対話を

重視し、関心の高い市を選定することとした。また、確実性のない内容を計画に記載せず、研修

を実施する段階で、対象とする州と市を選別する方針とした。 

表 4.4  成果 4 指標の達成状況 

成果 指標 達成状況 課題 
4. ⼀次パイロット地域⾃
治体での地⽅防災計画策
定プロセスをもとにした
研修プログラムが⽴案さ
れる。 

 4-1. カリキュラムおよ
び講師⼈材・資料リスト
付の研修計画の作成。 
 4-2. 2025〜2028 年に

おける、担当機関および
⾒込のある対象州・地⽅
⾃治体に向けた、研修の
実施計画。 

 4-1. カリキュラムおよ
び講師⼈材・資料リスト
付の研修計画が作成さ
れた（100％）。 
 4-2. 2025〜2028 年に

おける研修実施計画が
策定された（100％）。 

 2025-2028 年における
研修実施計画について
は、対象州・市について
も検討したが、C/P の意
向として確実性のない
ことは記載できないと
のことから、未記載と
し、数値⽬標だけを記載
した。 

出典：プロジェクトチーム 

4.2. プロジェクト⽬標に対する達成度 

本プロジェクトの目標は、一次パイロット地域（州・市）において、具体的な災害リスク削減対

策を含む地方防災計画案を策定するとともに、その策定手法を研修コースとして体系化すること

である。これらの目標は、「地方防災計画の策定」と「研修実施計画の作成」という二つの軸で構

成されている。 

一次パイロット地域における地方防災計画は、地方防災計画策定研修を通じて、チアパス州トゥ

クストラ・グティエレス市およびメキシコ市においてそれぞれ策定された。また、研修実施計画

は、一次パイロット地域での研修成果を踏まえ、2024 年 3 月から実施された二次パイロット地域

向けの研修を通じて研修プログラムが整備され、教材とともに研修実施計画として取りまとめら

れた。各ステップで得られた研修成果は、教材およびプログラムの改善に反映され更新された。 

地方防災計画の事業実施の面においても一定の進展が見られた。チアパス州トゥクストラ・グテ

ィエレス市では、策定された地方防災計画が州の土地利用開発計画に組み込まれ、管理予算が配

分されるに至った。また、市の予算により、計画に基づく一部の対策事業がすでに開始されてい

る。一方、メキシコ市では、2025 年より市議会に対し地方防災計画の紹介が予定されており、地

震対策に関するアクションプランの提示が行われている。 

研修実施計画について、策定された研修実施計画およびビデオ教材等を含む研修教材を活用し、

2025 年以降に他の自治体（州・市）への研修実施を進めることで、地方防災計画の全国的な普及

を図る予定である。表 4.5 に、プロジェクト目標の指標に基づいた達成状況と課題をまとめる。 

表 4.5  プロジェクト⽬標指標の達成状況 

プロジェクト⽬標 指標 達成状況 課題 
メキシコ国パイロット地
域⾃治体が、中央防災機
関、洪⽔災害・地震災害対
策省庁、地⽅政府の役割
を明確化した具体的なリ

 最低 2 箇所の⼀次パイ
ロットサイトで地⽅防
災計画が策定される。 
 CNPC によって研修計

画が作成される。 

 1. ⼀次パイロット地域
のチアパス州、メキシコ
市において地⽅防災計
画 が 策 定 さ れ た 。
（100%） 

 ⼀次パイロット市の地
⽅防災計画の議会、上位
計画への承認アプロー
チを継続する。事業実施
について、⼤規模で連邦
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スク削減の対策事業案を
含む地⽅防災計画案を策
定し、その策定⼿法がコ
ースとして纏められる。 

 2.地⽅防災計画策定の
ための研修実施計画が
策定された（100％）。 

政府との連携事業が必
要な事業に対し、市と州
の連携のよる予算措置、
事業推進が望まれる。 

出典：プロジェクトチーム 
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5. 上位⽬標の達成に向けての提⾔ 
5.1. プロジェクト上位⽬標と指標 

プロジェクト終了後、メキシコ側による持続的な成果発現と、パイロット地域以外への水平展開

を評価するため、表 5.1 に示す上位目標及びその指標が設定されている。 

CNPC は全てのプロジェクト活動において主体的に取り組むとともに、プロジェクト内に限らず、

常に地方自治体（市）への防災に関する能力強化に係る新たな取り組みを続けている。 

表 5.1  上位⽬標と指標 

上位⽬標 指 標 
メキシコでの地⽅防災計画
を通じた防災への事前投資
が促進される。 

 ⼀次、⼆次パイロット地域の少なくとも 2 つの市が、2028 年 6 ⽉までに、国
際機関、国家機関、州機関、または市の財政当局に対し、優先対策のいずれか
に関する資⾦提供提案/要請を提出する。 

 ⼀次、⼆次パイロット地域の少なくとも 2 つの市が、2028 年 6 ⽉までに、優
先対策のいずれか（構造的対策または⾮構造的対策）を実施する。 

 ⼀次、⼆次パイロット地域外の少なくとも 3 つの州または市が、2028 年 6 ⽉
までに、地域防災計画策定⽅法について研修を受ける。 

出典：プロジェクトチーム 

以下に、上位目標と指標の内容に基づき、上位目標達成のための提言を示す。 

 

5.2. 防災計画策定の全国普及に向けた提⾔ 

■2025-2028 年の防災計画策定研修実施にあたって 

CNPC は、プロジェクトの上位目標である、地方防災計画策定を通じて防災への投資を促進する

ことを目指し、活動 4-5 で作成した研修実施計画に記載されているように、今後、8 ステップ手法

に基づく地方防災計画策定の対面研修を実施する。2028 年までの対面研修の対象とする州・市に

ついて、候補等は挙げなかったが、州と市が合同参加し、実施することが、市の防災計画の内容

への州の理解や、州による市への策定支援を行う上でも、重要である。この点については、2025

年 3 月 28 日に開催したプロジェクト成果・進捗共有会議において、プロジェクト上位目標の達成

に向けた取組みとして確認されている。また、参加する市の職員については、防災部門に限らず、

他部門の職員も巻き込んで研修を実施することが重要である。これは、防災計画に対する市職員

全体の理解を深めるとともに、災害時の緊急対応による人手不足の影響で防災計画策定作業が中

断することを防ぐという観点からも、有効な取り組みである。 

具体的な研修対象とする州や市については、本プロジェクトのパイロット州である、チアパス州、

ゲレーロ州、ベラクルス州において、プロジェクトにおける地方防災計画策定を実施していない、

州内の他市をターゲットとすることも、この活動の利点の理解と防災計画策定の意欲の高さから、

円滑に実施するという点で良い選択肢である。 

■2028 年以降の防災計画策定研修に係る取り組み 

2028 年以降の更なる全国普及に向けた取り組みとしては、以下について提言する。 

 他の災害種に関する研修教材の作成 

本プロジェクトでは地震と洪水を対象の災害種として研修教材を作成したが、津波災害、火山災
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害、地すべり・土石流等の土砂災害といった他の災害種別に関する研修教材も作成することが、

全国展開を行う上で必要である。 

 州レベルにおける指導者養成プログラムの構築 

メキシコには約 2,500 の市があるため、市における地方防災計画策定を全国レベルで促進する

ためには、州の協力と連携が不可欠である。CNPC は、対面式の研修プログラムの実施経験を重ね

た後、州の防災職員へのトレーニング・オブ・トレーナーズ（TOT）の研修プログラムを策定し、

州が市の地域防災計画を策定支援する体制を構築することを提案する。 

 研修プログラムの自己学習型オンラインコースへの変換 

各市がそれぞれのペースで学び、防災計画の策定を進められるようにするためには、これまでの

研修実施経験を踏まえた自己学習型の地方防災計画策定オンラインコースの整備が望まれる。こ

うしたコースは、CNPC のウェブサイト「Preparados」や、ENAPROC プログラムの一部として開設

することが推奨される。 

■防災計画策定のインセンティブづくり 

防災計画策定のインセンティブとして、様々なアプローチが考えられる。例えば、防災基金につ

いては、防災基金の申請の際に、防災計画策定が一つの評価点になる等、防災計画策定が予算確

保にも貢献する制度とすることが推奨される。評価者にとっても、アドホック的な事業申請では

なく、市全体の災害リスクと優先すべき事業を考慮した防災計画に基づいた予算申請であること

が明確となるため、防災基金をより効果的に活用するうえでも有益である。地方防災計画策定を

行っている自治体名を、CNPC のウェブサイトにて公表することでインセンティブとする案につい

ては、CNPC において検討していくことが継続される。 

また、各市の計画策定の意欲を高めるために、防災計画策定と実施の優良事例を CNPC の全国市

民保護フォーラムで紹介することを継続し、市による防災事業への努力と実績の認知を行い、メ

キシコとして防災事業のモデル市の構築を目指していくことも、有効であると考えられる。 

 

5.3. メキシコにおける防災計画の承認、予算確保、実施への提⾔ 

■防災計画の実施体制の確保 

本プロジェクトの実施を通し、防災計画を策定した一次、二次パイロット地域は、今後防災計画

の承認、予算確保、実施を進めていくこととなる。各市においては、まず防災計画の内容や目的

について市長をはじめ、市議会や災害リスク管理に関わる評議会に対して説明を行い、理解と承

認を得るための働きかけを行うことが不可欠である。市長や関係部署、市議会、ステークホルダ

ーに加え、市防災委員会などの既存の防災関連委員会が発足している市もあるため、これらの委

員会への適切なアプローチと活用が、防災計画の理解促進および承認に向けた重要な鍵となる。

例えば、一次パイロット地域のメキシコ市の承認のためのロードマップには、市のレジリエンス

協議会への発表というステップが示された。市防災委員会が存在しない場合、防災委員会の新設

を通して、防災計画の防災事業のモニタリングや再検討等を行うための中心的な組織として確立

することも、今後円滑に防災計画を実行していくために重要である。 

また、予算の確保、実施にあたっては、防災計画の法的位置づけを含め、州・市によって対応が

異なることが想定される。そのため、各市が状況に応じて適切な方法を模索し、対応を進めてい
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くことが重要である。 

一次パイロット地域のトゥクストゥラ・グティエレス市での経験を通し、メキシコにおいて、各

市で防災計画策定の後、防災計画が承認され、予算が付くようになるためには、市の開発計画に

防災計画の内容が反映されることが一つの筋道であることが分かった。トゥクストゥラ・グティ

エレス市では、市のみならず、州の開発計画に防災計画の内容が組み込まれ、防災計画の内容を

実施するための管理予算がつけられ、事業の実施に向かうこととなった。トゥクストゥラ・グテ

ィエレス市のように、上位計画である市や州開発計画の一部として取り込むことも一案である。

加えて、市の防災計画ではあるが、その内容や意義について、州知事等、州レベルにも内容を説

明し、理解してもらうことは、州からの予算確保や州による事業実施においても重要な要素であ

る。 

■防災に関する既存予算の活用 

防災対策事業実施の予算確保の面においては、市のインフラ予算等の基本的な財源を活用する

ことがまず、第一である。そのためには、上述の通り、防災計画の位置づけを明確にし、予算が

付く枠組みの中に組み込んでいくことが大切である。その他、活用できる他資金として、連邦政

府の防災基金や、州において緊急対応予算とは別に設定されている防災予算がある。それらの財

源の活用のための提言について、以下に述べる。 

 自然災害予防のため国家基金（Programa Fondo de Prevención de Desastres Naturales 

(FOPREDEN)）の活用 

自然災害予防のため国家基金（以下、「防災基金」）については、中央政府機関、中央・地方の公

的研究機関、州政府機関が申請可能な制度である。市がこの防災基金を活用する場合には、州を

通じて申請することは可能であり、州政府が主体となって申請、事業の実施を行うことになる。

そのため、州政府と市政府との連携が強固でないと、事業の実施は難しく、実際に市が防災基金

を活用した事例が限られているのが現状である。 

加えて、防災基金の申請内容自体が市にとって高いハードルとなっていることも課題である。市

が申請しても容易に採択されない理由のひとつとして、申請審査の評価項目に「過去 5 年以内に

作成されたハザードマップの有無」含まれていることが挙げられる。しかしながら、多くの市で

はこのハザードマップが整備されていないのが実情である。そのため、市が防災基金を活用する

には、まずはハザードマップの整備を目的とした申請から始める必要がある。 

上記の背景を踏まえると、市による防災基金の活用を促進するためには、申請のハードルが下け

るような制度改善が望まれる。例えば、申請書の要件である「過去 5 年以内のハザードマップの

整備」を、「過去 10 年以内」に緩和するなどが考えられる。CNPC リスク管理局との協議では、こ

れら申請の要件は法令により定められていることから、変更には議員を通じたアプローチを行う

など、時間を要することが課題となることが挙げられた。また、州政府を介さずに、市が直接防

災基金に申請できる制度の整備も、有効なアプローチとして考えられる。これにより、市がより

主体的に防災事業を推進することが可能になると期待できる。 

 州防災予算の活用 

州の防災予算についても、積極的に活用していくことが望まれる。たとえば、ゲレーロ州では、

法令上、州として防災予算を確保されることが定められており、市の防災事業にも活用可能な予

算となっている。しかしながら、これまでは緊急対応にのみ焦点が当てられていたため、事前防

災投資としての活用事例が少なく、市で実際に使用されているケースは確認されていない。今後
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は、州レベルで資金規模を明確化し、どの程度の予算が市に割り当てられるかを把握することが

重要である。市もその動向を捉え、適切に活用することが必要である。また、このような、利用

可能な予算については、州から市への適切な情報提供と周知が不可欠である。 

これらの状況を踏まえると、メキシコにおいて、州による市の防災予算確保への支援が重要であ

ると考えられる。そのためにも、市は、防災計画に記載された事業内容や優先事業を州に対し明

確に共有・発信し、積極的にアピールしておく必要がある。一方で、州や、市が必要とする予算

を適切に確保できるよう、防災基金の申請支援や、州が保有する防災予算の活用に向けた支援を

行うことが求められる。また、市の防災計画に記載された示された、州の役割としての防災事業

についても、市と連携・協議を重ね、州が積極的に実施していくことも重要である。 
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Project Design Matrix 
Ver.4, Dated January 15, 2025 

Project Title: Project for Strengthening of the Disaster Risk Reduction Governance in Mexico 
Executive Agency: Federal Level: National Coordination of Civil Protection (CNPC), Secretary of Security and Citizen Protection 
Collaborating Agency: Mexican Agency for International Development Cooperation (AMEXCID) 
Target Group: National Water Commission (CONAGUA) and National Center for Disaster Prevention (CENAPRED) 
Technical and Management level: personnel of Mexico City and State of Chiapas 
Target Area: Mexico City, State of Chiapas (First Pilot Areas), States of Veracruz and Guerrero (Second Pilot Areas) 
Cooperation Period: 36 months (3 years) 

Narrative Summary Objectively Verifiable Indicators Means of Verification Important 
Assumption 

Overall Goal 1. At least 2 cities of the First and Second Pilot Areas have submitted a 
funding proposal/request for one of their priority measures by June 
2028, either with international, national, state, or municipal financial 
authorities. 
2. At least 2 cities of the First and Second Pilot Areas have implemented 
one of their priority measures (either structural or non-structural) by 
June 2028. 
3. At least 3 states or municipalities outside the First and Second Pilot 
Areas have been trained and learned the methodology of Local DRR 
Plans by June 2028. 

'- DRR reports of the First and Second 
Pilot Areas 
- Project Completion Report 
- Project Monitoring Sheet 

State and local 
governments 
have sufficient 
budget for the 
implementation of 
local DRR plans. 

Promote, through the formulation of Local Plans of Disaster Risk Reduction (DRR) in 
Mexico, investment for disaster risk reduction, prior to the occurrence of disaster. 

Project Purpose 1. Local DRR Plans and their roadmaps made, at least, by the two First 
Pilot Areas. 
2. Training plan and its implementation strategy made by CNPC and 
CENAPRED. 

'- Project Completion Report 
- Project Monitoring Sheet 

 
1. Formulate Local Plans of DRR with concrete risk reduction measures and identify 
the role of each institutions involved. 
2. Design a training program using the methodology for making Local Plan of DRR. 
Outputs    
1. In the First Pilot Areas, an implementation system is organized to make Local DRR 
Plans with its own goals, methods, work schedules and identified role of the institutions 
involved. 

1. Roadmap or action plan for the formulation, approval, and 
implementation of Local DRR Plans, which identifies role of the 
institutions involved. 

'- Project Completion Report 
- Project Monitoring Sheet 

 

2. In the First Pilot Areas, Local DRR Plans are formulated, with concrete risk reduction 
measures of a specific disaster such as earthquake and flood. 

1. Local DRR Plans formulated by the First Pilot Areas, with concrete 
risk reduction measures. 

'- Project Completion Report 
- Project Monitoring Sheet 

3. A monitoring sheet is made by the project, to evaluate the implementation of Local 
DRR Plans. 

1. Monitoring sheet to evaluate the implementation of the Local DRR 
Plans. 

'- Project Completion Report 
- Project Monitoring Sheet 

4. A training program is designed based on the methodology for making Local DRR 
Plans and empirical knowledge of the First Pilot Areas. 

1. Training plan for making Local DRR Plans with curriculum, and list 
of instructors and materials.  
2. Implementation plan for 2025-2028, including responsible 
organization(s) and possible target states/municipalities. 

'- Project Completion Report 
- Project Monitoring Sheet 

Activities Inputs Pre-conditions Japanese Side Mexican Side 
1-1 Hold a workshop about the methodology for making Local DRR Plans. (1) Assignments of Experts 

One long-term expert 

-Project Coordinator (36 months) 

Three short-term experts 

-Earthquake DRR Plan 

-Flood Control Measures 

(1) Assignment of Counterpart 
Personnel 
- Project Director 
- Project Manager 
- Two Project Officers 
(2) Office space and facilities for 
Japanese experts (basic operation 
cost) 
- Office space and facilities 
- Utilities and Internet connections 
(3) Local cost for project 

The project 
activities 
development 
would not be 
adversely affected 
by the 
epidemiological 
situation of 
COVID-19. 

1-2 Collect and organize the information about current situation of making Local DRR 
Plans at state and municipal level in Mexico. 
1-3 Analyze issues related to the development and implementation of Local DRR 
Plans and identify the related institutions that could be involved for formulating Local 
DRR Plans, based on the information collected with the activity 1-2. 
1-4 Make a roadmap or action plan for formulating Local DRR Plans with the related 
institutions identified in the activity 1-3. 
2-1 Hold a second detailed workshop on the methods for formulating Local DRR 
Plans. 
2-2 Collect and analyze information on hazard and risk assessment of the First Pilot 
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Areas at state and municipal level. -DRR Investment Promotion 

(2) Equipment 

  -N/A 

(3) Training for counterpart personnel in Japan 

-8 steps for making Local DRR Plans and DRR policy at 

national and local level 

-Hazard identification in earthquakes and floods 

-DRR planning with structural and non-structural 

countermeasures 

implementation 
2-3 Collect and organize information about all DRR projects with structural measures 
implemented by the Federal and State Governments in the First Pilot Areas. 
2-4 Identify the residual risks based on the information obtained in the activities 2-2 
and 2-3. 
2-5 Examine and prioritize countermeasures to implement in the First Pilot Areas. 
2-6  Formulate a structural countermeasure proposal analyzing the engineering 
process and budget, based on the information obtained in the activity 2-5. 
2-7 Hold a third detailed workshop on the methods for formulating Local DRR Plans 
and assemble all the proposal countermeasures as a Local DRR Plan of the First Pilot 
Areas, based on the results obtained in the activities 2-5 and 2-6. 
3-1 Hold a fourth detailed workshop on the methods for formulating Local DRR Plans. 
3-2 Formulate a monitoring sheet to evaluate the implementation of the Local DRR 
Plans. 
4-1 Select the Second Pilot Areas with the support of the First Pilot Areas (state and 
municipality). 
4-2 Hold a fifth detailed workshop on the methods for formulating Local DRR Plans. 
4-3 Organize a technical support team and/or select instructors to disseminate the 
Local DRR Plans formulation methods to the Second Pilot Areas. 
4-4 Prepare a training program proposal for formulating Local DRR Plans in 
coordination with the related institutions of the First Pilot Areas. 
4-5 Prepare an implementation plan for Local DRR formulation training at Second Pilot 
Areas and the nation. 
4-6 Hold a national forum to disseminate the methods for formulating Local DRR Plans 
and training program. 
4-7 Carry out the training to the Second Pilot Areas. 
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